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１ 検討部会の目的、委員構成、開催スケジュール 

（1）検討部会の目的 

平成 25 年 10 月 11 日（金）福岡県福岡市において死者 10 名、負傷者 5

名が発生した有床診療所火災の教訓を踏まえ、有床診療所・病院等の火災

被害拡大防止対策及び火災予防行政の実効性向上等に関する検討を行うこ

とを目的とする。 

（2）検討体制 

「予防行政のあり方に関する検討会」の部会として、次に掲げる有識者

により「有床診療所・病院火災対策検討部会※」を開催した。 

※第３回までは有床診療所火災対策検討部会 

有床診療所・病院火災対策検討部会（敬称略。五十音順） 

役 職 氏 名 所 属 

委 員 安藤 高朗 四病院団体協議会 

委 員 
池内 勝 

（古賀 信次）  

福岡市消防局 予防部長 

（第 4回まで古賀委員、第 5･6回は池内委員） 

委 員 石崎 和志 
国土交通省住宅局建築指導課 

建築物防災対策室長 

委 員 市川 邦男 公益社団法人 全国自治体病院協議会 理事 

委 員 榎  一郎 千葉市消防局 予防部長 

委 員 梶尾 雅宏 厚生労働省医政局 指導課長 

委 員 次郎丸 誠男 
危険物保安技術協会 特別顧問 

（元消防研究所所長） 

委 員 辻本  誠 東京理科大学 教授 

委 員 野村  歡 元国際医療福祉大学大学院 教授 

委 員 葉梨 之紀 全国有床診療所連絡協議会 会長 

委 員 藤川 謙二 公益社団法人 日本医師会 常任理事 

委 員 
村上 研一 

（荒井 伸幸） 

東京消防庁 予防部長 

（第 4回まで荒井委員、第 5・6回は村上委員） 

部会長 室﨑 益輝 
公益財団法人 ひょうご震災記念 21 世紀研

究機構 副理事長 

委 員 山田 常圭 消防庁消防研究センター 研究統括官 
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（3）検討部会の開催状況 

  第 1回 平成 25年 11月 7 日 

  第 2回 平成 26年  1月 16日 

第 3回 平成 26年  3月 7 日 

第 4回 平成 26年  3月 27日 

第 5回 平成 26年  5月 21日 

第 6回 平成 26年  6月 19日 
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２ 福岡県福岡市の有床診療所火災の概要 

（1）火災の概要 

平成 25年 10月 11日、福岡県福岡市の有床診療所「安部整形外科」にお

いて、死者 10名、負傷者 5名の被害を伴う火災が発生した。この火災の概

要は以下のとおり。 

ア 発生日時 

出火時刻 平成 25年 10月 11日（金） 

覚知時刻（警察からの入電）   2時 22分 

鎮火時刻  4時 56分 

イ 建物概要・焼損状況 

所 在 地  福岡県福岡市博多区住吉五丁目 29番 13号 

施 設 名  安部整形外科 

構造・階数 鉄骨造及び鉄筋コンクリート造・地下 1階地上 4階建て 

用  途  診療所（令別表 1 (6)項イ） 

建築面積  219.43㎡ 

延べ面積  681.71㎡ 

各階の用途 地下 1階(42.77㎡) 休憩室、倉庫 

1階(219.43㎡)     処置室、リハビリ室、病室 

2階(197.42㎡)     病室、厨房 

3階(152.40㎡)     名誉院長自宅 

4階(69.69㎡)     看護師寮 

焼損状況  全焼（焼損床面積 282㎡） 
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ウ 死傷者 

死者  10人（男性 3人 女性 7人） 

重症  4人（男性 2人 女性 2人） 

中等症 1人（ 女性 1人） 

合計  15人（男性 5人、女性 10人） 

出火当時の在館者の状況 

エ 火災の状況 

①出火当時の状況

出火当時の在館者は 17名（入院患者 12名、当直の看護師 1名、寮に

居住していた看護師 2名、自宅に居住していた名誉院長夫妻）。 

自動火災報知設備のベルの鳴動を受け、当直の看護師等が火災の確認

を行い、1階処置室内に火災を発見。当直の看護師は、避難口確保のた

め施錠された 1階玄関ドアの鍵を地下１階の休憩室に取りに行き解錠、

火災が拡大したため、通りかかったタクシー運転手に通報を依頼し、依
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頼されたタクシー運転手が 110番通報。初期消火、早期の消防機関への

通報・避難誘導は行われていない。 

②出火場所 

1階処置室北東付近 

③出火原因 

1階処置室内の北東角付近にある電気機器の電源プラグ周辺から、接

触部過熱又はショートにより火災が発生した可能性が考えられる。 

④延焼拡大及び煙の伝播状況 

1階処置室から出火した火災は、北側階段室、その他上階へ通じる空

間を経由して火炎や煙が上階へ伝播するとともに延焼拡大した。北側階

段室には防火戸が設置されていたが3階の1箇所を除き閉鎖されなかっ

た。 

⑤消防用設備等の状況 

自動火災報知設備については鳴動。その他の消防用設備等については

使用されていない。 

⑥避難の状況 

17名の在館者のうち 10名（入院患者 8名、名誉院長夫妻）が死亡し、

5名が負傷（入院患者 3名、寮に居住していた看護師 2名）した。入院

患者には、高齢、介護認定を受けたものが多く、自力避難が困難であっ

たと考えられる。死者 10名はすべて高齢者で内 7名が要介護認定を受

けている。高齢者以外の者は負傷に留まっている。 

 
（2）火災に対する国・地方公共団体の対応状況 

消防庁では、10月 11日 3時 40分に福岡市消防局から火災発生の報告を

受け、予防課長を長とする災害対策室を設置し情報収集に当たった。この

なかで、当該施設において死者が多数発生した状況が明確になったことか

ら、8 時 00 分、消防法第 35 条の 3 の 2 の規定に基づく「消防庁長官の火

災原因の調査（特に必要があると認めた場合）」を実施することとし、消防

庁及び消防研究センター職員 7 名を現地に派遣し火災原因調査を実施した。 

また、同日には、病院・診療所等に係る類似の火災の発生を防止するた

め、「病院・診療所等に係る防火対策の更なる徹底について」（消防予第 398

号消防庁予防課長通知、添付資料１）を発出し、全国の消防本部に対して、

病院・診療所等の医療機関について防火安全対策の徹底を図るよう要請し

た。 

更に、10月 28日には、「病院・診療所等に係る実態調査の実施について」
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（消防予第 415号消防庁予防課長通知、添付資料２）を発出した。 

（3）診療所における設備基準等 

ア 消防用設備等の設置状況 

診療所の設置基準 当該診療所の設置義務 設置の有無 

消火器具 150㎡ 有 有 

屋内消火栓設備 700㎡ 無 有 

自動火災報知設備 300㎡ 有 有 

消防機関へ通報す

る火災報知設備 500㎡ 有 

無 

（特例免除：固定

電話） 

避難器具 20人 有 有 

誘導灯 全部 有 有 

※平成 24年 11月 27日に法定点検を実施し、消防局に報告済み（誘導灯点灯不

良１箇所） 

イ 防火管理等 

 下記の防火管理等の義務があったが、違反なし。 

・ 防火管理者の選任義務 

・ 消防計画の作成・届出 

・ 防炎物品の使用義務（カーテン・じゅうたん等） 

※消防訓練（消火・避難・通報訓練）は一部未実施 
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３ 有床診療所及び病院の実態

（1）過去の主な病院火災 

出火年月日 出火場所 事 業 所 名 死者数 負傷者数
損害額

（千円）
出 火 原 因

１ 昭和 35 年   1 月  6 日 神奈川県横須賀市 日本医療伝導会衣笠病院 16 - 19,122
石油ストーブの 

消し忘れ 

２  〃   3 月 19 日 福岡県久留米市 国立療養所 11 - 1,536 不 明

３  〃  10 月 29 日 愛知県守山市 精神科香流病院 5 5 2,270 放 火

４ 昭和 39 年  3 月 30 日 兵庫県伊丹市 常岡病院 9 3 7,015 不 明

５ 昭和 44 年 11 月 19 日 徳島県阿南市 阿南市精神病院 6 5 10,908 放 火

６ 昭和 45 年  6 月 29 日 栃木県佐野市 秋山会両毛病院 17 1 2,365 放 火

７  〃    8 月  6 日 北海道札幌市 手稲病院 5 1 2,793 放 火

８ 昭和 46 年  2 月  2 日 宮城県岩沼町 小島病院 6 - 3,782 不 明

９ 昭和 48 年  3 月  8 日 福岡県北九州市 福岡県済生会八幡病院 13 3 57,593 蚊取線香の不始末 

10 昭和 52 年  5 月 13 日 山口県岩国市 岩国病院 7 5 7,178 ローソクの疑い

11 昭和 59 年  2 月 19 日 広島県尾道市 医療法人社団宏知会青山病院 6 1 1,328 不 明

（平成 24年版 消防白書より） 
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（2）有床診療所の施設基準 

 

 有床診療所（一般病床） 有床診療所（療養病床） 

人員配置 構造設備    人員配置 構造設備 

医療法 

（人員配 

置は標準、 

構造設備 

は最低基 

準） 

●医師 １人
※１

 ●病床 

・一人部屋 

6.3㎡／床以上 

・二人部屋～ 

4.3㎡／床以上 

●医師 １人
※１

 

 

●看護職員 4:1
※２

 

 

●看護補助者 4:1
※２

 

 

（当面の間、看護職員・

看護補助者あわせて 3:1

で可） 

●必置施設 

・機能訓練施設 

・談話室 

・食堂 

・浴室 

 

●病床  

6.4㎡／床以上
※３

 

診療報酬 

（入院基 

本料の施 

設基準） 

■有床診療所入院基本料１の 場合 

看護職員７人以上
※４ 

 

■有床診療所入院基本料２の 場合 

看護職員４人以上７人 未満
※４ 

 

■有床診療所入院基本料３の場合 

看護職員１人以上４人未満
※４

 

■看護職員 6:1以上
※５

 

 

■看護補助者 6:1以上
※５

 

 

（医療区分２・３が８割以

上であれば看護職員・看護

補助者ともに 4:1 以上で

あれば高い点数設定とな

っている） 

 

※１ その他、入院患者の病状が急変した場合においても適切な治療を提供することができるよう、当該診

療所の医師が速やかに診療を行う体制を確保するよう努めることとされている。 

※２  H30.3.31までは 6:1で可（経過措置） 

※３  既設（H13.3.31時点）の場合、6.0㎡／床以上 

※４  療養病床に勤務する職員数を含めない。 

※５  療養病床に勤務する職員数。実質配置 30:1に相当。 
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（3）病院・有床診療所・助産所の状況について 

ア 病院・診療所・助産所の定義 

① 「病院」とは 

医師又は歯科医師が、公衆又は特定多数人のため医業又は歯科医業を行う場所

であつて、二十人以上の患者を入院させるための施設を有するものをいう。（医

療法第一条の五第一項） 

② 「診療所」とは 

医師又は歯科医師が、公衆又は特定多数人のため医業又は歯科医業を行う場所

であつて、患者を入院させるための施設を有しないもの又は十九人以下の患者を

入院させるための施設を有するものをいう。（医療法第一条の五第二項）  

③ 「助産所」とは 

助産師が公衆又は特定多数人のためその業務（病院又は診療所において行うも

のを除く。）を行う場所をいう。 （医療法第二条第一項） 

 

イ 病院・有床診療所の施設数等の変遷 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：平成 23年医療施設調査 各年 10月 1日 平成 25年のみ医療施設動態調査平成 25年 8月末概数） 

0
50,000

100,000
150,000
200,000
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有床診療所の病床数 
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（4）病院と有床診療所の比較 

４ 有床診療所及び病院にかかる実態調査概要 

（1）病院・診療所等に係る実態調査（消防庁）

ア 調査主体 

消防庁 

イ 調査の概要 

① 調査対象

消防法施行令別表第１（６）項イ*に掲げる防火対象物 

・複合用途に（６）項イが存する場合は、その部分 

・診療所にあっては、有床診療所に限る 

② 調査時点

平成 25年 10月 11日 
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③ 調査項目 

・規模別スプリンクラー設置状況 

・防火管理者選任、消防訓練実施状況 

*:消防法施行令別表第１（６）項イは病院、診療所、助産所 

 

ウ 調査結果の概要 

病院においては、12,429施設のうち、1，500～3,000㎡の施設が 3,157

施設で最も多く（25％）、スプリンクラー設置率は 17％であり、病院全

体での設置率は 58％であった。また、法令で義務付けられている年２

回以上の消火・避難訓練の実施率は 70％であった。 

有床診療所においては、7,744施設のうち、1，000～1,500㎡の施設

が 1,888施設で最も多く（24％）、スプリンクラー設置率は 2％であり、

全体での設置率は 5％であった。また、法令で義務付けられている年２

回以上の消火・避難訓練の実施率は 36％であった。 

① 病院 

防火対象物数・規模別・スプリンクラー設置状況 

全体 12429 

100㎡ 

未満 

100- 

200㎡ 

200- 

300㎡ 

300- 

500㎡ 

500- 

700㎡ 

700- 

1000㎡ 

1000- 

1500㎡ 

1500- 

3000㎡ 

3000- 

6000㎡ 

6000㎡ 

以上 

94 188 202 311 281 435 970 3157 2856 3935 

SP 設置 7205 0 11 11 22 29 54 108 525 2597 3848 
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防火管理状況 

防火管理者該当 11785 

消防計画届出有 11642 

訓練実施状況 

  消火 避難 通報 

１回 2439 2356 2986 

２回以上 8300 8360 7431 

不明 1046 1069 1225 

 
② 有床診療所 

防火対象物数・規模別・スプリンクラー設置状況 

全体 7744 

100㎡ 

未満 

100- 

200㎡ 

200- 

300㎡ 

300- 

500㎡ 

500- 

700㎡ 

700- 

1000㎡ 

1000- 

1500㎡ 

1500- 

3000㎡ 

3000- 

6000㎡ 

6000㎡ 

以上 

79 275 341 831 1078 1886 1888 1114 168 84 

SP設置 416 1 11 8 22 21 32 47 80 116 78 
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防火管理状況 

防火管理者該当 98 

消防計画届出有 80 

訓練実施状況 

 
消火 避難 通報 

１回 25 24 24 

２回以上 20 22 19 

不明 53 52 37 

 

 

（2）病院・診療所等の防火体制に係る実態調査（厚生労働省） 
ア 調査主体 

厚生労働省 

イ 調査の概要 

① 病院、診療所及び助産所（※診療所は有床診療所（歯科を含む）に

限る。また、助産所は入所施設を有する助産所に限る。） 

② 調査時点 

平成 25年 11月 1日 

③ 主な調査項目 

・防火設備等の設置状況 

・防火対策の体制整備状況 

ウ 調査結果の概要 

診療所は病院に比べ、夜間に勤務している職員数が少なく、平均人数

が病院は 15.2人であるのに対し、診療所は 1.3人であった。また、避

難訓練等の状況についても、夜間訓練又は夜間を想定した訓練の実施率

が、病院では 80.7％であるのに対し、診療所では 35.9％であった。 
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①防火設備等の設置状況 

配布 回収 回収率
100㎡

未満

100-

200㎡

200-

300㎡

300-

500㎡

500-

700㎡

700-

1,000㎡

1,000-

1,500㎡

1,500-

3,000㎡

3,000-

6,000㎡

6,000㎡

以上

不明

その他
無回答 合計

有床診療所 9,135 7,830 86% 9,085 8,031 18 134 256 868 1,096 1,731 1,886 991 92 21 40 215 7,348 91%

病院 8,543 7,820 92% 18,589 12,934 17 33 26 118 160 371 664 2,003 485 30 20 69 3,996 31%

助産所 329 251 76% 271 253 21 87 69 32 8 4 0 1 0 0 4 18 244 96%

合計 18,007 15,901 88% 27,945 21,218 56 254 351 1,018 1,264 2,106 2,550 2,995 577 51 64 302 11,588 55%

※スプリンクラーの設置については、消防法施行令第１２条第１項第４号により、病院3,000㎡以上、診療所・助産所6,000㎡以上の棟には、設置義務が課されることとなるが、当該床面積の算定方

法が、以下のとおり定められているため、棟の延べ床面積と単純比較ができない場合がある。

○同一建築物であっても、防火対象物が開口部のない耐火構造の床又は壁で区画されているときは、その区画された部分は、それぞれ別の防火対象物とみなす。

○消防法施行規則第１３条第２項にある部分（耐火構造の壁及び床で区画された小規模な部分）は、基準となる床面積に算定しない。　　等

ス　プ　リ　ン　ク　ラ　ー　の　設　置　状　況

施設種別

回収状況（施設数）

全棟数
病床・入所

施設を持つ

棟の数

スプリンクラーを未設置である棟の数（病床・入所施設を持つ棟） スプリンク

ラーの

未設置割合

配布 回収 回収率
温度

ヒューズ式

煙感知式

（システム連

動型）

煙感知式

（システム非

連動型）

炎感知式
熱煙複合

式感知器
その他 不明 合計

竪穴区画にお

ける遮煙性能

を有しない防

火戸の数（再

掲）

有床診療所 9,135 7,830 86% 9,085 1,063 12,903 2,435 505 1,043 4,987 1,551 24,487 2,582 12,285 2,920

病院 8,543 7,820 92% 18,589 4,854 158,564 18,802 2,149 4,437 27,888 4,575 221,269 15,462 105,686 35,084

助産所 329 251 76% 271 1 18 13 0 0 39 0 71 12 24 5

防　火　戸　等　の　設　置　状　況

施設種別

回収状況（施設数）

全棟数

防火戸等の設置枚数

開閉式防火戸

常時閉鎖式

防火戸

防火シャッ

ター

 
②防火対策の体制整備状況 
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（3）福岡市診療所火災を受けた病院及び診療所の防火設備に係る緊急点検（国

土交通省） 

ア 点検の概要 

①実施主体 

国土交通省 

②点検対象 

建築基準法別表第一に規定する病院及び診療所（患者の収容施設があ

るもの。以下同じ。）で、次のいずれかに該当するもの。 

・地階又は３階以上の階を病院又は診療所の用途に供するもの 

・病院又は診療所の用途に供する部分の床面積の合計が３００㎡以上

のもの（平屋建てのものを除く。） 

③点検事項 

・無届による増改築等の有無及び無届による増改築等があった場合の

当該部分の建築基準法令への適合状況 

・防火設備の状況（管理の状況含む） 

イ 点検結果の概要 

緊急点検対象となった病院及び診療所16,087件のうち、無届による増

改築等の有無及び無届による増改築等があった場合の当該部分の建築

15

全日本病院協会　医療行政情報 
http://www.ajha.or.jp/admininfo/



基準法令への適合状況については、無届による増改築等が3.4％にあた

る541件、無届のうち建築基準法令への不適合は389件（71.9％）であっ

た。 

また、防火設備の状況（管理の状況含む）については、建築基準法令

への不適合が10.7％にあたる1,724件であった。 

無届による増改築等の有無及び無届による増改築等があった場合の当該部分の建築基準法令への適合状況 

 件数 

緊急点検対象 16,087件 

 無届による増改築等 541件 

 建築基準法令への不適合 389件 

 是正済みのもの 13件 

是正指導予定のもの等 29件 

防火設備の状況（管理の状況含む） 

 件数 

緊急点検対象 16,087件 

 建築基準法令への不適合 1,724件 

 是正指導を行ったもの 1,496件 

 是正済みのもの 330件 

是正指導予定のもの等 228件 

 

５ 今後の火災対策のあり方について 

（1）福岡県福岡市の有床診療所火災における課題 

ア 消防機関への通報について 

福岡市有床診療所火災（以下「本件火災」という。）では、自動火災

報知設備の鳴動後、当直の職員が火災を発見したものの、火災が拡大し

たため、施設からの通報が行えなかった。 

通報は、第一発見者である職員が、通りがかりのタクシー運転手に依

頼し、依頼された運転手により行われている。 

有床診療所及び病院では、夜間火災が発生した際、限られた職員によ

り、初期消火、消防機関への通報、避難誘導を実施する必要があるが、

初期消火や避難介助を行っていると消防機関への通報が遅れる可能性

がある。 

また、夜間の体制が十分に確保されていない有床診療所及び病院では、

職員は入院患者の避難誘導等を優先して実施する必要が生じ、消防機関

に通報する火災報知設備が設置されていても、それを操作できない場合

も考えられる。 

 

イ 従業員による初期対応について 
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本件火災のあった施設では、消防訓練も十分に実施されておらず、ま

た、初期消火のための消火器、屋内消火栓設備が設置してあったものの

使用されなかった。 

有床診療所及び病院では、限られた職員により多数の入院患者の避難

誘導なども行う必要があり、また、夜間に勤務する職員は昼間と比べて

少なくなることから、夜間の火災時に適切に対応するための消防訓練を

定期的に行うことが特に重要である。 

 

ウ 建築基準法令への適合について 

本件火災では、階段部分の防火区画（竪穴区画）を形成する防火戸が

閉鎖せず、階段室等を経由して早期に煙が上階へ伝播したことが、多数

の死傷者を発生させた一因として考えられる。 

なお、国土交通省が実施した病院及び診療所の防火設備に係る緊急点

検（平成 26年２月５日公表）によると、調査対象 16,087件のうち、防

火設備の状況（管理の状況も含む。）に関する建築基準法違反を把握し

たものは、1,724件であり、その違反内容としては、防火設備の閉鎖又

は作動の状況、区画に対応した防火設備の設置の状況などが挙げられて

いる。 

消防機関が把握していた増築に係る情報が建築部局と共有されず、本

来煙感知式に改修されるべき防火戸が温度ヒューズ式のまま放置され

ていた。 

本件火災があった建物は、特定行政庁により定期調査報告の対象とし

て指定されていなかったため、設置されていた防火戸の点検が適切に行

われていなかった。 

 

（2）有床診療所及び病院における火災対策に係る基本的な考え方 

有床診療所及び病院は、夜間は限られた職員で入院患者の対応に当た

っているため、入院患者の様態によっては火災時に適切に対応すること

が非常に難しい施設となっている。 

こうした施設における火災被害を繰り返さないためには、防火管理者

の選任、消防計画の作成や法令等により定められた消防訓練の実施など

のソフト面と、建築構造や火災の発生の感知・警報、消防機関への通報、

消火のための設備などのハード面で総合的に対応することが必要であ

る。 
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（3）ソフト面での対策 

ア 従業員等の教育 

有床診療所及び病院では交替制で勤務を行うことが原則であり、ま

た、夜間に勤務する職員は昼間と比べて少なくなることから、全ての

職員が必要な知識を持ち、火災時に適切に対応することができるよう、

採用時等の機会に定期的に教育を実施していくことが必要である。 

また、自力避難のできる患者、付添人に対し、避難方法、経路等に

ついて入院時に火災時の対応策を記載したパンフレットを配布する

等周知することによる自発的な避難を促進することが、自力で避難す

ることが困難な者の避難誘導に専念するためには重要である。 

イ 効果的な訓練の実施 

有床診療所及び病院において、火災発生時の初期対応は職員が行う

こととなるが、限られた人員及び時間の中で、初期消火、消防機関へ

の通報、入所者の避難誘導等を行うためには日頃の消防訓練が重要で

ある。 

訓練を行う際には、建物構造や入居者の特性、設置されている設備

の状況、具体的な避難経路や避難方法等施設の実情を考慮し、その効

果を高めていく工夫が必要である。 

特に夜間において職員が１名となる可能性のある有床診療所及び

病院については、「有床診療所等における火災時の対応指針」（添付資

料８）等を活用し、より実践的な訓練を行うことが重要である。 

ウ 防火対策の自主チェックについて 

有床診療所及び病院における安全対策を確保するためには、事業者自

身による日頃からの防火対策のチェックが重要であり、事業者の防火意

識の向上が不可欠である。 

事業者による防火対策の自主チェックが効果的に行われるよう、安全

対策上チェックすべき項目をわかりやすく記載した資料等により、事業

者への周知や啓発を実施していくことが重要である。 

チェックした結果については、ICT技術を活用し、消防をはじめとす

る関係行政機関と共有することができる「有床診療所防火対策自主チェ

ックシステム」が、平成２６年４月から運用が可能となっており、事業

所のみでは改善方法が分からない等の場合に、関係行政機関が連携して

必要なサポートを実施する体制の整備を進めていくことが必要である。 
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エ 定期調査・検査報告制度の強化 

本件火災が発生した施設については、特定行政庁により定期調査報告

の対象として指定されていなかったため、設置された防火戸の点検が

適切に行われておらず、また、階段部分の防火区画（竪穴区画）を形

成する防火戸が閉鎖しなかったことが多数の死傷者を発生させた一因

として考えられている。これを受け、建築基準法が改正され（平成 26

年 6月 4日公布）、定期調査・検査の対象の見直しを行うとともに、防

火戸をはじめとした防火設備に関する検査の徹底等を行うこととされ

た。 

（4）ハード面での対策 

ア 消火器の設置 

消火器は、火災の初期段階における消火に対し非常に有効なものであ

り、消火器を含めた消火設備が全く設置されていない場合は、たとえ火

災を早く覚知することができても、その拡大を抑えることができないた

め、有床診療所及び病院には必ず消火器を設置すべきである。 

※消火器設置対象物（厚生労働省調べ） 

有床診療所 97.8％ 

病院    98.0％ 

イ 消防機関に通報する火災報知設備の設置 

有床診療所及び病院における夜間の職員は限られていることから、火

災時通常の電話を用いて消防機関に通報する際、電話の操作や所在地等

火災に関する情報の伝達に時間を要し、初期消火や避難誘導に遅れが生

じる可能性があるという問題点がある。 

また、職員がパニック状態に陥った場合には、的確な通報を行えない

ことも考えられる。 

そのため、有床診療所及び病院には、短時間かつ確実に通報を行うこ

とができる「消防機関へ通報する火災報知設備」を設置すべきである。 

※消防機関へ通報する火災報知設備設置対象物（厚生労働省調べ） 

有床診療所 50.6％ 

病院    89.4％ 

なお、消防機関に通報する火災報知設備の設置基準の見直しにあたっ

ては、現在接続が認められていないＩＰ電話等への対応についても併せ
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て検討を行うことが必要である。 

ウ 自動火災報知設備と火災通報装置の連動 

「避難のために患者の介助が必要な有床診療所・病院」については、

限られた職員が避難誘導等に専念し、通報が遅れる可能性があるため、

より早期かつ確実に通報が行われるよう自動火災報知設備による感知

器の作動と連動して火災通報装置による通報が自動的に行われるよう

にすべきである。 

一方、自動火災報知設備の発信機が誤って操作される等誤作動によっ

て、火災が発生していないにもかかわらず消防機関に通報がなされ、消

防活動に混乱を来すおそれも指摘されるところであることから、消防機

関においては連動で通報を受けた場合の出動態勢等の体制を予め定め

て運用することも考えられる。特に、夜間の職員が限られた有床診療所

及び病院では火災通報装置による通報後に消防機関から「呼び返し」を

行っても、避難誘導等により対応できない場合が考えられることから、

呼び返しに対する関係者の対応がない場合の出動態勢についても検討

が必要である。 

また、有床診療所及び病院においては、不必要な通報が消防機関に対

して行われることのないよう十分な非火災報対策を行うことが必要で

ある。 

なお、「消防機関へ通報する火災報知設備」については、消防機関か

らの歩行距離が５００ｍ以下の場合は、消防署等に施設の職員が直接

駆け込むことを想定し設置を要しないこととされており、また、有床

診療所及び病院の場合は、「消防機関に常時通報することができる電話

が常時人のいる場所に設置されている」など一定の要件を満たす場合

には、消防機関の判断に基づく特例により設置を免除することができ

るが、有床診療所及び病院における夜間の職員は限られており、火災

時には初期消火及び避難誘導に専念すべきであることから、「避難のた

めに患者の介助が必要な有床診療所・病院」は、これらの規定を適用

せずに設置すべきである。 

※病院・診療所等における特例適用数（消防庁調べ：H25.3.31現在） 

8,985件（設置義務数 23,874件） 

エ スプリンクラー設備の設置基準の見直し 

現行の基準では有床診療所については延べ床面積 6,000㎡以上、また、
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病院については 3,000㎡以上の場合スプリンクラー設備の設置が必要

となる。 

有床診療所については、当時は医療法において同一患者の収容を４８

時間以内とする努力義務が規定されていたが、その後、医療法が改正さ

れ当該規定が削除されたことにより、病院と同様に一定期間患者が入院

することとなったこと及び本件火災を踏まえ、病院と同様に 3,000㎡以

上のものはスプリンクラー設備を設けるよう見直しが必要である。 

更に、3,000㎡未満の有床診療所及び病院であっても、「避難のため

に患者の介助が必要な有床診療所・病院」については、面積に関わらず

スプリンクラー設備を設けるよう併せて見直しが必要である。 

(ア)病院に対する設置対象の考え方 

①設置対象外となる施設の要件

・一定の面積毎に、耐火・準耐火構造の床及び壁で区画を形成し、

燃えにくい材料で壁及び天井を仕上げた施設は、当該区画から隣

接部分への火炎・煙の流出を一定時間抑えることができることか

ら、設置対象から除外すべきである。 

  具体的には、社会福祉施設等において既に適用されている以下

の条件を参考に検討すべきである。 

○1000㎡以上の施設

・病室などについて、床面積 200㎡以内ごとに、隣接した部分

との間が耐火構造の壁・床で区画されていること。 

・廊下部分の壁及び天井について準不燃材料以上の材料で仕上

げるとともに、病室などの壁及び床を難燃以上の材料で仕上

げていること 

  ・開口部の大きさが一定面積以下であり、防火戸が設置されて

いること 

○1000㎡未満の施設

・病室などについて、床面積 100㎡以内ごとに、かつ、３室以

内ごとに、隣接した部分との間が準耐火構造の壁・床で区画

されていること 

  ・廊下部分の壁及び天井について準不燃材料以上の材料で仕上

げるとともに、病室などの壁及び床を難燃以上の材料で仕上

げていること 

21

全日本病院協会　医療行政情報 
http://www.ajha.or.jp/admininfo/



  ・開口部の大きさが一定面積以下であり、防火戸が設置されて

いること 

・次に掲げる診療科のみの病院は、それぞれ表中に掲げた理由によ

り職員による一定の支援があれば入院患者が避難できると想定され

るため、設置対象から除外すべきである（有床診療所と共通事項）。 
産科・婦人科・産婦人科 高齢の患者の占める割合が極めて低く、例え

ば産科では、分娩中でなければ、分娩直後か

らでも歩行可能である方が多数であるため、

自力避難困難者は少ない（帝王切開等手術直

後は歩行困難であるが、該当者は限定され

る）。 

眼科・耳鼻いんこう科・皮膚

科・歯科・肛門外科・泌尿器

科・乳腺外科・形成外科・美

容外科 

特定の体の一部分に対する診療科目であり、

基本的に自力避難困難である患者は少数で

ある。例えば眼科の場合、通常片目ずつ手術

するため、手術直後においても、自力避難困

難となる患者は少ない。 

小児科 入院する対象者としては、原則０～１４才の

子供（小児）であるが、基本的に自力避難困

難である患者は少数である。また、入院する

患者は、主に気管支喘息発作や急な感染症、

脱水症などの場合が多く、親族の付き添いを

行っている施設も多いため火災時の避難は

容易である。 

なお、他の診療科目と併せて標榜している場合は、他の診療科

目での入院患者が上記に該当しないおそれがあるため、設置対象

とすべきである。 

また、診療科については、新設時は開設申請時に提出される書

類に記載されている内容を、既存施設は医療機能情報提供制度に

より報告された内容を確認することが考えられる。 

・設置対象となる病床の種別は、本件火災が発生した一般病床及び本

件火災で多数の被害者が出た高齢者の入院が想定される療養病床と

すべきである。 

なお、精神病床、感染症病床及び結核病床については、避難行動
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に支障が少ない患者が多数入院するもの、又は見守り体制が十分な

状態にあるものと考えられることから、これらの病床のみを有する

病院は設置対象から除外すべきである。 

また、一つの防火対象物の中に複数の病床が混在することも考え

られることから、その場合の取扱いについても検討が必要がある。 

  ・療養病床又は一般病床を有するものは様々な様態の患者が入院す

ることが考えられ、最も職員が少ない夜間に火災が発生した場合に

は、その限られた職員で通報及び初期消火を実施した上で、自力で

避難することが困難な患者の避難誘導に従事する必要があるが、夜

間においても相当程度の患者の見守り体制を有する病院であれば、

火災時に適切に対応することが可能であるため、スプリンクラー設

備の設置を要しないと考えられる。 

具体的には、夜間において相当程度の患者の見守り体制を有する

と考えられる地域医療支援病院等の夜間体制の実態や、医療関係団

体等の見解を踏まえ、１３床当たりの職員が１名以上の勤務体制を

有する病院であればスプリンクラー設備の設置を要しないものと

することが適当である。 

このような体制を有している病院においては、夜間も複数の医療

従事者等が継続して入院患者の見廻りを行っており、万が一夜間に

火災が発生した場合においても、迅速に消防機関に通報し、併せて、

消火器や屋内消火栓等を活用して初期消火に適切に従事できるも

のと考えられる。 

火災対応に当たる職員には、看護師や准看護師といった看護職員

はもちろんのこと、医師、薬剤師及び事務職員等病院に勤務してい

る職員を含めることが適当である。 

なお、現時点では、夜間における職員数を把握する手段がないた

め、新設時は開設申請時にそれがわかる書面を提出すること、また、

既存施設は医療機能情報提供制度における報告内容を拡充して、そ

の内容を確認する等の方法が考えられる。 

② 設置対象となる施設の要件

①に該当しない病院に限り、「避難のために患者の介助が必要な有床

診療所・病院」と考えられることから、スプリンクラー設備を設

置すべきである。
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(イ)有床診療所に対する設置対象の考え方 

① 設置対象外となる施設の要件

  ・許可病床が３以下の有床診療所については、その大半が１日平均の

入院患者数が１未満であり、入院が常態化していないことから、設

置対象から除外すべきである。 

・また、許可病床が４以上の有床診療所であっても、一日当たりの入

院患者数の年間平均が１人未満であることが確認できる施設は、入

院が常態化していないことから、設置対象から除外すべきである。 

ただし、新規に開業する有床診療所については、許可病床全てを

利用することを想定して開業することから、本要件は適用すべきで

ない。 

  ・一定の面積毎に、耐火・準耐火構造の床及び壁で区画を形成し、燃

えにくい材料で壁及び天井を仕上げた施設は、当該区画から隣接部分

への火炎・煙の流出を一定時間抑えることができることから、設置対

象から除外すべきである。 

具体的には、社会福祉施設等において既に適用されている以下の条

件を参考に検討すべきである。 

○1000㎡以上の施設

・病室などについて、床面積 200㎡以内ごとに、隣接した部分

との間が耐火構造の壁・床で区画されていること。 

・廊下部分の壁及び天井について、準不燃材料以上の材料で仕

上げるとともに、病室などの壁及び床を難燃以上の材料で仕

上げていること。 

  ・開口部の大きさが一定面積以下であり、防火戸が設置されて

いること 

○1000㎡未満の施設

・病室などについて、床面積 100㎡以内ごと、かつ、３室以内

ごとに、隣接した部分との間が準耐火構造の壁・床で区画さ

れていること。 

  ・廊下部分の壁及び天井について準不燃材料以上の材料で仕上

げるとともに、病室などの壁及び床を難燃以上の材料で仕上

げていること。 
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・開口部の大きさが一定面積以下であり、防火戸が設置されて

いること。 

・次に掲げる診療科のみの有床診療所は、それぞれ表中に掲げた理

由により職員による一定の支援があれば入院患者が避難できると想

定されるため、設置対象から除外すべきである。 

産科・婦人科・産婦人科 高齢の患者の占める割合が極めて低く、例

えば産科では、分娩中でなければ、分娩直

後からでも歩行可能である方が多数である

ため、自力避難困難者は少ない（帝王切開

等手術直後は歩行困難であるが、有床診療

所であれば病床数が少ないため、該当者は

限定される）。 

眼科・耳鼻いんこう科・皮膚

科・歯科・肛門外科・泌尿器

科・乳腺外科・形成外科・美

容外科 

特定の体の一部分に対する診療科目であ

り、有床診療所の医師数や施設の状況を考

えると、基本的に自力避難困難である患者

は少数である。例えば眼科の場合、通常片

目ずつ手術するため、手術直後においても、

自力避難困難となる患者は少ない。 

小児科 入院する対象者としては、原則０～１４才

の子供（小児）であるが、有床診療所の医

師数や施設の状況を考えると、基本的に自

力避難困難である患者は少数である。また、

入院する患者は、主に気管支喘息発作や急

な感染症、脱水症などの場合が多く、親族

の付き添いを行っている施設も多いため火

災時の避難は容易である。 

なお、他の診療科目と併せて標榜している場合は、他の診療科目での

入院患者が上記に該当しないおそれがあるため、設置対象とすべきであ

る。 

また、診療科については、新設時は開設申請時に提出される書類に

記載されている内容を、既存施設は医療機能情報提供制度により報告

された内容を確認することが考えられる。 

② 設置対象となる施設の要件
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①に該当しない有床診療所に限り、「避難のために患者の介助が必要な

有床診療所・病院」と考えられることから、スプリンクラー設備を設置

すべきである。 

(ウ)特定施設水道連結型スプリンクラー設備の設置 

1,000㎡未満の小規模な有床診療所及び病院については、福祉施設の居

室と比較して可燃物量が制限されていることから、1,000㎡未満の福祉施

設に設置することのできる特定施設水道連結型スプリンクラー設備の設

置でも一定の火災抑制が確保されると考えられる。 

福祉施設等と比較した場合、医療機関は手術室やレントゲン室等のスプ

リンクラーヘッドの設置を要しない部分（スプリンクラーヘッドの設置を

要しない部分に対する考え方は従前どおり。）が占める割合が高く、当該

部分は主として昼間に用いられ、夜間は施錠等管理されており、収容人員

の増加にも影響がないことから、防火区画等による延焼防止措置等が講じ

られている場合は特定施設水道連結型スプリンクラー設備の設置が可能

となる基準床面積（1,000㎡未満）に算入しないことも検討する必要があ

る。 

なお、この際に算入しない部分が大きくなりすぎると火災危険性が増大

するため、当該部分は施設全体の面積の半分までとする等の制限をかける

必要がある。 

また、スプリンクラー設備を設置する場合、スプリンクラーヘッドの設

置を要しない部分については、補助散水栓又は屋内消火栓設備で対応でき

るようにする必要があるが、特定施設水道連結型スプリンクラー設備の設

置が可能な有床診療所及び病院においては、施設が一定規模以下であるこ

とに鑑み、福祉施設と同様に補助散水栓又は屋内消火栓設備を設置しない

こととすべきである。 

(エ)スプリンクラー設備の設置に係る技術的課題 

特定施設水道連結型スプリンクラー設備の設置が可能な有床診療所及

び病院においても、接続する水道管の口径や圧力により、直接接続するだ

けでは必要な放水量や圧力が確保できない場合があるので、その際は、増

圧用のポンプ等の設置が必要となることに留意が必要である。 

また、有床診療所及び病院の構造上、スプリンクラー設備の設置が難し

い場合において、パッケージ型自動消火設備を使うことも考えられるが、

現在のパッケージ型自動消火設備は、設置するスペースや床の許容荷重の
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問題点もあることから、さらに施工性の高い消火設備の開発が重要である。 

(オ)既存施設に対する運用 

新たにスプリンクラー設備を設置すべきとされた有床診療所及び病院

の中には、法令基準に従って設置することが困難な事例が存在する可能性

もあり、また、現在屋内消火栓設備が設置されているものについては、当

該設備を改造することによりスプリンクラー設備に必要な性能が確保で

きるものが存在することも考えられることから、過去の事例を参考に特例

を適用できる場合の条件等を検討することが必要である。 

（5） その他必要な対策 

ア 防火関係の法令に不適合の施設の改善 

消防法令上必要な消防用設備等の未設置の施設や、防火区画や内装制

限などの建築基準法令上に規定される基準に不適合の施設においては、

火災発生時に必要な初期消火、感知・通報、延焼拡大防止が図られない

ため、ソフト面の対策を行ったとしても、十分な効果が得られないこと

となる。 

したがって、関係部局では、それぞれの所管事項に応じ、次のような

措置を講じることが必要である。 

消防部局においては、消防用設備等の不備がある施設や、消防用設備

等点検が不十分な施設について、警告等の手段を講じ、改善を求めるこ

とが必要である。また、こうした施設についての情報を建築部局及び福

祉部局と共有することが重要である。 

建築部局においては、防火上の不備等がある施設の改善を図るため、

建築物防災週間等の機会を捉えて立入調査や改善計画の提出促進を図り、

必要に応じ建築基準法第９条による違反是正命令を行うなどの従来の取

り組みをさらに推進していくことが必要である。 

医療部局においては、消防部局及び建築部局と連携して、こうした施

設について防火関係の法令に適合させるための早期の改善を促すことが

必要である。 

イ 関係行政機関の情報共有・連携体制の構築 

有床診療所及び病院における安全対策を講ずるためには、消防部局、

医療部局、建築部局等の関係機関における情報共有や、連携が不可欠で

ある。 
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立入調査等実施時において建築基準法や消防法などの防火関係規定

に不備を把握した行政機関から他の関係部局への情報提供等が重要で

あり、また、関係機関による情報共有を適切に実施することで、その後

の改善に的確に結びつけていくことのできる体制の構築が重要である。 

６ 地域医療を担う有床診療所・病院への配慮について 

有床診療所及び病院が地域医療において重要な役割を果たしていること、

本件火災を踏まえ、有床診療所及び病院の火災安全性を高め、患者が安心し

て利用できるようにすべきこと及び厳しい経営環境を踏まえ、消防用設備等

の基準の強化にあたっては最大限の配慮をすべきである。 

ア 消防用設備等の設置に対する補助 

①「消防機関に通報する火災報知設備」や「スプリンクラー設備」等の

設置にあたっては、補助金を活用できるよう十分な補助金を確保して

設置の促進を図ることが重要である。

②法令上スプリンクラー設備等の設置義務がかからない有床診療所及

び病院についても、施設関係者の判断によりこれらの設備を設置しよ

うとする場合についても、補助金の対象とすべきである。

イ スプリンクラー設備の設置に係る経過措置について 

スプリンクラー設備の設置義務については、対象となる有床診療所及

び病院において準備を行う期間を考慮し、十分な経過措置を設けること

が必要である。 

ウ 中小規模な施設に適した自動消火設備の開発 

スプリンクラー設備の設置が必要となる「避難のために患者の介助が

必要な有床診療所及び病院」は、その床面積が 3,000㎡未満と比較的小

さく、また、スペースや建物構造等の関係から、スプリンクラー設備の

設置が困難なケースも想定されることから、「消防防災科学技術研究推

進制度」等を活用し、中小規模の施設に適したより施工性の高い自動消

火設備の開発を行うことが必要である。 
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消 防 予 第 ３ ９ ８ 号 

平成２５年１０月１１日 

各都道府県消防防災主管部長 殿 

東京消防庁・各指定都市消防長 殿 

消 防 庁 予 防 課 長 

 （ 公 印 省 略 ） 

病院・診療所等に係る防火対策の更なる徹底について 

 １０月１１日未明に発生した福岡県福岡市の病院の火災において死者 １０人、負傷

者５人の人的被害が発生しました。 

当庁においては、火災発生後直ちに職員を現地に派遣し、関係機関とも協力の上、火災

原因調査を行っているところです。 

今後、調査結果を踏まえて対応を検討し、必要な措置を要請する予定でありますが、当

面は類似の火災の発生を防止するために、病院・診療所等の医療機関に対し、特に下記の

事項に留意の上、防火安全対策の更なる徹底を図られますようお願いします。 

各都道府県消防防災主管部長にあっては、貴都道府県内の市町村に対してその旨周知す

るようお願いします。 

記 

１ 消防法令違反等の是正の徹底 

消防法令違反等の防火安全上の不備事項がある施設等に対しては、関係部局と連携し、

重点的に改善指導を図り、違反処理基準に基づき早急に所要の措置を講ずること。 

２ 夜間における応急体制の確保 

火災時において職員等による避難誘導、通報等が確実になされる体制が確保されてい

るか確認すること。 

担当 

消防庁予防課設備係   守谷、鈴木 

消防庁予防課企画調整係 伊藤、齋藤 

電話：０３－５２５３－７５２３ 

FAX：０３－５２５３－７５３３ 

添付資料１

29

全日本病院協会　医療行政情報 
http://www.ajha.or.jp/admininfo/

012848
長方形



消 防 予 第 ４ １ ５ 号 

平成２５年１０月２８日 

各都道府県消防防災主管部長 

東京消防庁・各指定都市消防長 

消 防 庁 予 防 課 長 

（  公  印  省  略 ） 

病院・診療所等に係る実態調査の実施について（依頼） 

 １０月１１日に発生した福岡県福岡市の診療所の火災を受け、消防庁では「病院・診

療所等に係る防火対策の更なる徹底について」（平成２５年１０月１１日付け消防予第

３９８号）を発出し、病院・診療所等の医療機関に対し、防火安全対策の更なる徹底を

図っていただいているところですが、病院・診療所等について下記により調査を行うよ

うお願いします。 

 各都道府県消防防災主管部長におかれましては、貴都道府県内の市町村に対してその

旨周知するようお願いします。 

なお、本件については、厚生労働省と協議済みであることを申し添えます。 

記 

１ 調査対象 

  防火対象物の全部又は一部を消防法施行令（以下「令」という。）別表第１（６）

項イに掲げる用途に供するもののうち、平成２５年１０月１１日時点において、以下

に該当するもの。 

（１） 令別表第１（６）項イ（診療所にあっては、有床診療所に限る。以下、同

じ。）に掲げる防火対象物 

（２） 令別表第１（16）項イに掲げる防火対象物のうち、（６）項イの用途に供する

部分を有するもの 

２ 調査内容 

  別紙１－１、別紙１－２、別紙１－３、別紙１－４の調査様式により、別紙２の要

領に従って、調査願います。 

３ 回答要領 

（１） 消防本部（東京消防庁、各指定都市消防本部を含む。） 

調査様式（※別途メールで電子ファイルを送付します。）に必要事項を入力

殿

添付資料2
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の上、都道府県消防防災主管部まで回答願います。 

（２） 都道府県 

ア 都道府県内における各消防本部からの回答を調査様式上ひとつのシートに

取りまとめ、電子データにより消防庁予防課担当へ回答願います。 

送付先  消防庁予防課設備係 河口：y2.kawaguchi@soumu.go.jp 

イ その際は、ファイル名は「○○県」とし、送付願います。 

４ 備考 

集計の関係上、数字データについては半角で入力し、また、調査様式のセルの結合

等様式の変更は行わないようお願いします。 

５ 回答期限 

  平成２５年１２月１３日（金） 

６ その他 

（１）関係部局との情報共有等について 

病院、診療所、助産所の状況把握に関して衛生主管部局と必要な情報の共有を

行ってください。 

（２）集計の結果や検討会での検討状況等により調査を追加する場合があります。 

総務省消防庁予防課設備係 

担当：守谷、鈴木、河口 

TEL：03-5253-7523 

FAX：03-5253-7533 

E-mail：y2.kawaguchi@soumu.go.jp 

31

全日本病院協会　医療行政情報 
http://www.ajha.or.jp/admininfo/



(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) (10)

総数

100㎡
未満

100-
200㎡

200-
300㎡

300-
500㎡

500-
700㎡

700-
1000㎡

1000-
1500㎡

1500-
3000㎡

3000-
6000㎡

6000㎡
以上

件
数

防火管理
消防用設備等

６項イの施設数
規模別

消防用設備等・
防火管理
状況

別紙１－１
調査様式

病院

消
火
訓
練
１
回

実
施

消
火
訓
練
２
回

以
上
実
施

避
難
訓
練
１
回

実
施

避
難
訓
練
２
回

以
上
実
施

通
報
訓
練
１
回

実
施

通
報
訓
練
２
回

以
上
実
施

訓練実施
Ｓ
Ｐ
設
置
件
数

防
火
管
理
者
該
当
件
数

消
防
計
画
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(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) (10)

総数

100㎡
未満

100-
200㎡

200-
300㎡

300-
500㎡

500-
700㎡

700-
1000㎡

1000-
1500㎡

1500-
3000㎡

3000-
6000㎡

6000㎡
以上

別紙１－２
調査様式

６項イの施設数
規模別

消防用設備等・
防火管理
状況

有床診療所

件
数

防火管理
消防用設備等

Ｓ
Ｐ
設
置
件
数

防
火
管
理
者
該
当
件
数

消
防
計
画

訓練実施

消
火
訓
練
１
回

実
施

消
火
訓
練
２
回

以
上
実
施

避
難
訓
練
１
回

実
施

避
難
訓
練
２
回

以
上
実
施

通
報
訓
練
１
回

実
施

通
報
訓
練
２
回

以
上
実
施
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(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) (10)

総数

100㎡
未満

100-
200㎡

200-
300㎡

300-
500㎡

500-
700㎡

700-
1000㎡

1000-
1500㎡

1500-
3000㎡

3000-
6000㎡

6000㎡
以上

避
難
訓
練
２
回

以
上
実
施

通
報
訓
練
１
回

実
施

別紙１－３
調査様式

６項イの施設数
規模別

消防用設備等・
防火管理
状況

助産所

件
数

防火管理
消防用設備等

Ｓ
Ｐ
設
置
件
数

防
火
管
理
者
該
当
件
数

消
防
計
画

訓練実施

消
火
訓
練
１
回

実
施

消
火
訓
練
２
回

以
上
実
施

避
難
訓
練
１
回

実
施

通
報
訓
練
２
回

以
上
実
施
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(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) (10)

総数

100㎡
未満

100-
200㎡

200-
300㎡

300-
500㎡

500-
700㎡

700-
1000㎡

1000-
1500㎡

1500-
3000㎡

3000-
6000㎡

6000㎡
以上

６項イの施設数
規模別

消防用設備等・
防火管理
状況

その他

件
数

防火管理
消防用設備等

Ｓ
Ｐ
設
置
件
数

防
火
管
理
者
該
当
件
数

消
防
計
画

訓練実施

別紙１－４
調査様式

消
火
訓
練
１
回

実
施

消
火
訓
練
２
回

以
上
実
施

避
難
訓
練
１
回

実
施

避
難
訓
練
２
回

以
上
実
施

通
報
訓
練
１
回

実
施

通
報
訓
練
２
回

以
上
実
施
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別紙２ 

病院・診療所等に係る実態調査における調査様式の記入要領 

１ 調査様式の入力に当たっては、棟単位で記入して下さい。 

２ 各面積の区分は、令別表第１（６）項イ（診療所にあっては、有床診療所（有床歯

科診療所を含む。）に限る。以下、同じ。）に掲げる防火対象物の延べ面積、（１

６）項イに掲げる防火対象物のうち、（６）項イに掲げる防火対象物の用途に供され

る部分の床面積の合計に応じて対応する行に必要事項を記入してください。 

３ 記入要領 

・（１）の「件数」は、建築物である防火対象物の棟数を記入してください。 

・（２）の「ＳＰ設置件数」は、消防法施行令第12条第１項各号、火災予防条例によ

りスプリンクラー設備が設置されているもの及び他法令又は任意にスプリンクラー

設備が設置されているもののうち把握しているものの棟数を記入してください。 

   なお、消防法施行令第32条、消防法施行規則第13条第２項を適用している棟数も

設置件数に含めてください。 

・（３）の「防火管理者該当件数」は、（６）項イに防火管理者の選任の必要がある

棟数を記入してください。 

   なお、（６）項イの用途に供される防火対象物で管理について権原が分かれてい

る場合も、１件として数えてください。 

・（４）の「消防計画」は、防火管理者の選任の必要がある件数のうち、消防計画が

届出されている棟数を記入してください。 

・（５）～（１０）の「訓練実施」は、昨年度中に「消火」、「通報」及び「避難」

それぞれの訓練を実施した防火対象物の数を実施回数別に記入してください。 

  なお、回数の数え方等については「防火対象物実態等調査報告要領」によるもの

としてください。 
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国住指第２４９４号

平成２５年１０月１５日

各都道府県建築主務部長 殿

国土交通省住宅局建築指導課長

病院及び診療所の防火設備に係る緊急点検について

１０月１１日に福岡県福岡市の整形外科において発生した火災により死者１０名、負傷

者５名の犠牲が出たことは、誠に遺憾である。

この火災については、現在関係当局により原因等の究明が行われているところであるが、

今回火災のあった建物は建築確認の届出をせずに増築され、その際、煙感知方式に改修す

べき防火戸が温度ヒューズ式のままとなっていることなどが確認されている。また、少な

くとも防火戸が作動しなかったことが被害の拡大につながったと考えられているところで

ある。かかる火災の被害を防止するため、下記により病院及び診療所の増改築の有無等及

び防火設備の状況について緊急点検をお願いする。

なお、貴管内特定行政庁に対して、この旨を周知するとともに、貴都道府県において貴

管内特定行政庁における点検結果をとりまとめて、当職まで報告をお願いする。

記

１．点検対象

建築基準法別表第一に規定する病院及び診療所（患者の収容施設があるもの。以下同じ。）

で、次のいずれかに該当するもの。

・地階又は３階以上の階を病院又は診療所の用途に供するもの

・病院又は診療所の用途に供する部分の床面積の合計が３００㎡以上のもの（平屋建て

のものを除く。）

２．点検方法等

ア．特定行政庁は、上記１．の点検対象のうち、定期調査報告の対象に指定しているもの

については、直近の定期調査報告書をもとに、以下①②のとおり確認すること。

①無届による増改築の有無等について、確認申請書等と照合し確認

②防火設備の部分（管理の状況に係る部分含む。）について、要是正の有無を確認

なお、定期調査報告がなされていないものについては、建築基準法第１２条第５項に

基づき、建築物の所有者・管理者等に対し、増改築の有無等（増改築を行っている場合

はその時期と確認を受けた年月日）及び防火設備の状況（管理の状況に係る部分含む。

以下同じ。）について国土交通省告示第２８２号（平成２０年３月１０日）において定め

添付資料３
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る定期調査報告における調査の項目、方法等に基づき建築士等に調査させた結果の報告

を求めた上で、上記①②について確認すること。

イ．特定行政庁は、上記１．の点検対象のうち、定期調査報告の対象に指定していないも

のについては、建築基準法第１２条第５項に基づき、建築物の所有者・管理者等に対し、

増改築の有無等（増改築を行っている場合はその時期と確認を受けた年月日）及び防火

設備の状況について国土交通省告示第２８２号（平成２０年３月１０日）において定め

る定期調査報告における調査の項目、方法等に基づき調査した結果の報告を求めた上で、

上記アの①②について確認すること。

ウ．特定行政庁は、上記ア．及びイ．の確認において、定期調査報告等の報告内容が不適

切であるなど、増改築の有無等及び防火設備の状況について確認が困難なものについて

は、立入調査等を行い確認すること。

３．違反の是正

特定行政庁は、点検の結果、無届による増改築等があったものについては、建築基準法

令の適合状況を確認し、違反する事項が認められた場合は、速やかに是正指導を行うこと。

また、防火設備の部分について要是正事項が確認されたものについても、速やかに是正指

導を行うこと。度重なる指導にもかかわらず、正当な理由なく是正が行われない場合には、

建築基準法第９条による違反是正命令等を発するなど必要な措置を講じること。

また、既存不適格である建築物においても、防火設備の適切な管理等を建築物の所有者・

管理者等に促し、必要な範囲で行政指導を行うこと。

４．点検結果の報告

各都道府県は、点検結果について別記様式にとりまとめの上、平成２６年１月１５日（水）

までに下記担当に報告すること。

５．その他

特定行政庁は、上記１．の点検対象以外の施設についても、関係機関等から建築基準法

令に違反している又は違反している疑いがある旨の通報があった場合には、必要に応じて

立入調査等により事実を確認の上、是正指導を行うこと。度重なる指導にもかかわらず、

正当な理由なく是正が行われない場合には、建築基準法第９条による違反是正命令等を発

するなど必要な措置を講じること。

担 当：国土交通省住宅局建築指導課建築物防災対策室 野原、鈴木

電 話 03-5253-8111（内線39-563、39-569）

ＦＡＸ 03-5253-1630

mail suzuki-k2f2@mlit.go.jp

nohara-k2f2@mlit.go.jp
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別記様式

建築基準法令への適合状況

＜増改築等の状況＞

＜防火設備の状況＞

割合（％）

担 当 者 名

連 絡 先 （ 電 話 ）

割合（％）

都 道 府 県 名

メ ー ル ア ド レ ス

担当部課 （係 ） 名

防火設備の状況

うち是正済みのもの

無届による増改築等

うち建築基準法令に関する違反を
把握したもの

うち是正指導を行ったもの

件数（件）

病院及び診療所の防火設備に係る緊急点検について

①「１．点検対象」のうち
定期報告の対象に指定しているもの

②「１．点検対象」のうち
定期報告の対象に指定していないもの

件数（件） 割合（％） 件数（件）

うち是正済みのもの

うち建築基準法令に関する違反を
把握したもの

うち是正指導を行ったもの
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医政指発１１０１第１号 

平成２５年１１月１日 

各都道府県衛生主管部（局）長 殿 

厚生労働省医政局指導課長 

（ 公 印 省 略 ） 

病院・診療所等の防火体制に係る実態調査の実施について（依頼） 

 １０月１１日に発生した福岡県福岡市の診療所の火災を受け、厚生労働省で

は「医療施設における防火・防災安全体制の徹底及び点検について」（平成２５

年１０月１１日付け事務連絡）及び「病院等における防火・防災対策要綱につ

いて」（平成２５年１０月１８日付け医政発１０１８第１７号）を発出し、医療

施設における防火・防災安全対策に関して、再点検の実施及び注意喚起を行っ

たところですが、今後の施策の参考とするため、有床診療所等について下記に

より調査を実施することとしました。 

つきましては、別添様式により調査を実施の上、下記期限までに提出願いま

す。 

記 

１．提出期限 

様式１・・・平成２５年１２月６日（金） 

様式２・・・平成２６年１月３１日（金） 

※全ての回答がない場合であっても、提出期限時点までに集まっている分について、期限

までに一度ご登録ください。 

２．調査対象 

病院、診療所及び助産所 

（※診療所は有床診療所（歯科を含む）に限る、また、助産所は入所施設 

を有する助産所に限る） 

３．調査基準日 平成２５年１１月１日 

添付資料４
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４．調査内容 

総括表：調査対象数、回収数 

様式１：防火設備の設置状況 

様式２：防火対策の体制整備状況 

５．提出方法 

都道府県内において医療機関等へ依頼後、医療機関等からの回答を調査様式

（様式１、様式２）にそれぞれ取りまとめ、総括表と共に電子データ（Excel

ファイル）により提出してください。※ファイル名に「○○県」と都道府県名

を入れてください。 

 また、集計の関係上、数字データについては半角で入力し、また、医療機

関の追加による行の追加、棟の追加による列の追加以外の調査様式のセルの

結合等様式の変更は行わないようお願いします。 

６．提出先 

送付先：医政局指導課 ：spchousa@mhlw.go.jp 

以上 

厚生労働省医政局指導課 

担当：へき地医療係  泊、高野 

医療監視専門官 加藤、都竹 

TEL：０３－３５９５－２１９４ 

FAX：０３－３５０３－８５６２ 
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都道府県名 ○○○

調査対象数 回収数 回収率

病院

有床診療所

有床歯科診療所

助産所

合計

※都道府県の計について、記載願います。
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※
本

調
査

に
お

い
て

は
、

費
用

負
担

の
発

生
す

る
業

者
調

査
な

ど
は

求
め

ま
せ

ん
の

で
、

手
持

ち
の

資
料

な
ど

で
わ

か
る

範
囲

で
御

回
答

く
だ

さ
い

。

記
載

事
項

1
医

療
機

関
毎

に
記

載
し

、
必

要
に

応
じ

行
を

追
加

し
て

く
だ

さ
い

。

(1
)

医
療

機
関

の
種

類
に

つ
い

て
、

次
の

区
分

に
し

た
が

っ
て

記
載

。
【
様

式
１

、
２

で
共

通
】

１
：
病

院
２

：
有

床
診

療
所

３
：
有

床
歯

科
診

療
所

４
：
助

産
所

(2
)

医
療

機
関

名
に

つ
い

て
記

載
。

【
様

式
１

、
２

で
共

通
】

(3
)

医
療

機
関

の
開

設
者

の
種

別
に

つ
い

て
、

次
の

区
分

に
し

た
が

っ
て

記
載

。
【
様

式
１

、
２

で
共

通
】

※
「
２

：
独

立
行

政
法

人
」
に

は
国

立
大

学
法

人
を

含
む

。
 　

「
３

：
都

道
府

県
・
市

町
村

等
」
に

は
地

方
独

立
行

政
法

人
及

び
一

部
事

務
組

合
を

含
む

。
 「

４
：
公

的
４

団
体

」
は

、
日

本
赤

十
字

社
、

社
会

福
祉

法
人

恩
賜

財
団

済
生

会
、

全
国

厚
生

農
業

協
同

組
合

連
合

会
及

び
社

会
福

祉
法

人
北

海
道

社
会

事
業

協
会

で
あ

る
。

１
：
国

２
：
独

立
行

政
法

人
３

：
都

道
府

県
・
市

町
村

等
４

：
公

的
4
団

体
5
:個

人
６

：
そ

の
他

(4
)

建
築

基
準

法
第

1
2
条

第
2
項

に
基

づ
く
定

期
点

検
の

有
無

（
当

該
施

設
が

国
・
独

立
行

政
法

人
・
地

方
公

共
団

体
の

も
の

で
あ

る
場

合
の

み
回

答
）

１
：
有

２
：
無

-

2
棟

毎
に

記
載

。
な

お
、

渡
り

廊
下

等
で

接
続

さ
れ

て
い

る
場

合
は

、
別

棟
と

し
て

記
載

。

(1
)

当
該

棟
の

建
設

年
を

記
載

。
年

号
は

次
の

区
分

に
よ

り
付

す
こ

と
。

S
：
昭

和
H

：
平

成

(2
)

当
該

棟
に

つ
い

て
、

増
改

築
が

あ
る

場
合

は
、

そ
の

年
を

記
載

。
年

号
を

次
の

区
分

に
よ

り
付

す
こ

と
。

S
：
昭

和
H

：
平

成

(3
)

当
該

棟
に

つ
い

て
、

病
床

又
は

入
所

施
設

が
あ

る
か

の
有

無
を

記
載

す
る

こ
と

。
１

：
有

２
：
無

(4
)

建
物

の
階

数
を

記
載

。
（
地

階
が

あ
る

場
合

に
は

、
地

階
を

含
ん

だ
階

数
を

記
載

す
る

こ
と

。
）

(5
)

地
階

の
み

の
階

数
を

記
載

す
る

こ
と

(6
)

当
該

棟
の

延
べ

床
面

積
に

つ
い

て
、

１
０

０
㎡

単
位

で
記

載
（
1
0
0
㎡

未
満

は
切

り
上

げ
）

(7
)

ス
プ

リ
ン

ク
ラ

ー
の

設
置

の
有

無
に

つ
い

て
記

載
１

：
有

２
：
無

(8
)

防
火

戸
の

種
類

に
つ

い
て

、
次

の
区

分
に

枚
数

を
付

す
こ

と
。

　
１

　
温

度
ヒ

ュ
ー

ズ
式

・
・
・
高

温
に

よ
っ

て
ヒ

ュ
ー

ズ
が

溶
断

す
る

こ
と

に
よ

り
閉

鎖
さ

れ
る

防
火

扉

　
２

　
煙

感
知

式
（
シ

ス
テ

ム
連

動
型

）
・
・
・
火

災
報

知
器

と
連

動
し

て
閉

鎖
す

る
防

火
扉

　
３

　
煙

感
知

式
（
シ

ス
テ

ム
非

連
動

型
）
・
・
・
火

災
報

知
器

と
連

動
し

な
い

、
又

は
独

自
の

煙
感

知
器

に
よ

り
感

知
し

閉
鎖

す
る

防
火

扉

　
４

　
炎

感
知

式
・
・
・
炎

の
赤

外
線

、
紫

外
線

を
感

知
し

て
閉

鎖
す

る
防

火
扉

　
５

　
複

合
式

感
知

器
・
・
・
熱

感
知

器
及

び
煙

感
知

器
と

連
動

し
て

閉
鎖

す
る

防
火

扉

　
６

　
そ

の
他

・
・
・
上

記
選

択
肢

に
な

い
も

の

　
７

　
不

明
・
・
・
専

門
業

者
に

調
べ

て
も

ら
わ

な
い

と
わ

か
ら

な
い

な
ど

、
手

持
ち

の
資

料
で

は
不

明
な

も
の

　
８

　
合

計

(9
)

（
8
）
の

う
ち

竪
穴

区
画

※
に

お
い

て
遮

煙
性

能
を

有
せ

ず
防

火
機

能
の

み
有

す
る

防
火

扉
の

枚
数

を
記

載
※

「
竪

穴
区

画
」
と

は
、

「
主

要
構

造
部

が
準

耐
火

構
造

」
で

か
つ

「
地

階
ま

た
は

３
階

以
上

の
階

に
居

室
が

あ
る

建
物

」
で

、
階

段
室

又
は

エ
レ

ベ
ー

タ
シ

ャ
フ

ト
（
昇

降
路

）
が

あ
る

場
合

を
指

し
ま

す
。

(1
0
)

防
火

戸
の

改
修

が
あ

る
場

合
は

、
そ

の
改

修
年

を
記

載
。

年
号

は
次

の
区

分
に

よ
り

付
す

こ
と

。
S
：
昭

和
H

：
平

成

(1
1
)

常
時

閉
鎖

式
防

火
戸

の
枚

数
を

記
載

(1
2
)

防
火

シ
ャ

ッ
タ

ー
の

数
に

つ
い

て
記

載

(1
3
)

エ
レ

ベ
ー

タ
ー

が
設

置
さ

れ
て

い
る

場
合

、
エ

レ
ベ

ー
タ

ー
の

数
を

記
載

。
無

い
場

合
は

「
0
」
を

記
載

。

(1
4
)

エ
レ

ベ
ー

タ
ー

が
設

置
さ

れ
て

い
る

場
合

、
停

止
す

る
階

の
数

を
記

載
。

無
い

場
合

は
「
0
」
を

記
載

。
※

地
下

1
階

、
地

上
５

階
建

て
の

場
合

は
、

「
6
」
を

記
載

。

(1
5
)

エ
レ

ベ
ー

タ
ー

が
設

置
さ

れ
て

い
る

場
合

、
エ

レ
ベ

ー
タ

の
扉

が
遮

煙
構

造
（
遮

煙
ス

ク
リ

ー
ン

等
）
で

あ
る

場
合

は
そ

の
数

を
記

載
。

遮
煙

構
造

の
扉

で
な

い
場

合
は

「
0
」
を

記
載

。

３
以

降
２

棟
目

以
降

に
つ

い
て

、
「
２

」
と

同
様

に
記

載
。

　
４

棟
以

上
あ

る
場

合
は

、
必

要
に

応
じ

て
棟

（
Ｄ

棟
、

Ｅ
棟

な
ど

）
を

追
加

し
て

記
載

。

※
同

一
施

設
に

つ
い

て
は

、
様

式
１

、
２

そ
れ

ぞ
れ

に
お

い
て

、
同

一
の

都
道

府
県

通
番

を
付

し
て

く
だ

さ
い

。

区
分

建 物 の 構 造 防 火 戸 エ レ ベ ー タ ー
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記
載

事
項

1
施

設
名

等

(1
)

医
療

機
関

の
種

類
に

つ
い

て
、

次
の

区
分

に
し

た
が

っ
て

記
載

。
【
様

式
１

、
２

で
共

通
】

１
：
病

院
２

：
有

床
診

療
所

３
：
有

床
歯

科
診

療
所

４
：
助

産
所

(2
)

医
療

機
関

名
に

つ
い

て
記

載
。

【
様

式
１

、
２

で
共

通
】

(3
)

医
療

機
関

の
開

設
者

の
種

別
に

つ
い

て
、

次
の

区
分

に
し

た
が

っ
て

記
載

。
【
様

式
１

、
２

で
共

通
】

※
「
２

：
独

立
行

政
法

人
」
に

は
国

立
大

学
法

人
を

含
む

。
 　

「
３

：
都

道
府

県
・
市

町
村

等
」
に

は
地

方
独

立
行

政
法

人
及

び
一

部
事

務
組

合
を

含
む

。
  
「
４

：
公

的
４

団
体

」
は

、
日

本
赤

十
字

社
、

社
会

福
祉

法
人

恩
賜

財
団

済
生

会
、

全
国

厚
生

農
業

協
同

組
合

連
合

会
及

び
社

会
福

祉
法

人
北

海
道

社
会

事
業

協
会

で
あ

る
。

１
：
国

２
：
独

立
行

政
法

人
３

：
都

道
府

県
・
市

町
村

等
４

：
公

的
4
団

体
5
:個

人
６

：
そ

の
他

2
当

該
施

設
の

基
礎

デ
ー

タ

(1
)

医
療

法
上

の
許

可
病

床
数

お
よ

び
そ

の
う

ち
休

止
中

の
病

床
数

（
調

査
基

準
日

現
在

で
過

去
１

年
間

、
患

者
の

収
容

を
行

っ
て

い
な

い
病

床
数

）
を

記
載

。

(2
)

そ
れ

ぞ
れ

の
職

種
毎

に
職

員
の

実
人

員
数

を
記

載
。

(3
)

平
成

2
4
年

度
に

お
け

る
一

日
平

均
入

院
患

者
数

・
平

均
在

院
日

数
・
一

日
平

均
外

来
患

者
数

を
記

載
。

(4
)

標
榜

診
療

科
に

つ
い

て
該

当
の

項
目

全
て

に
○

を
入

力
。

３
避

難
訓

練

(1
)

消
防

計
画

に
基

づ
く
避

難
訓

練
の

年
間

実
施

回
数

を
記

載
。

(2
)

夜
間

訓
練

又
は

夜
間

を
想

定
し

た
訓

練
実

施
が

あ
っ

た
か

ど
う

か
を

回
答

。

４
防

火
・
消

火
用

設
備

の
配

置
状

況

(1
)

消
火

器
の

有
無

に
つ

い
て

記
載

。
１

：
有

２
：
無

(2
)

屋
内

消
火

栓
の

有
無

に
つ

い
て

記
載

。
１

：
有

２
：
無

(3
)

屋
外

消
火

栓
の

有
無

に
つ

い
て

記
載

。
１

：
有

２
：
無

(4
)

自
動

火
災

報
知

設
備

の
有

無
に

つ
い

て
記

載
。

１
：
有

２
：
無

(5
)

消
防

機
関

へ
通

報
す

る
火

災
報

知
設

備
の

有
無

に
つ

い
て

記
載

。
１

：
有

２
：
無

(6
)

非
常

ベ
ル

の
有

無
に

つ
い

て
記

載
。

１
：
有

２
：
無

(7
)

自
動

式
サ

イ
レ

ン
又

は
放

送
設

備
の

有
無

に
つ

い
て

記
載

。
１

：
有

２
：
無

(8
)

誘
導

灯
・
誘

導
標

識
の

有
無

に
つ

い
て

記
載

。
１

：
有

２
：
無

(9
)

滑
り

台
の

有
無

に
つ

い
て

記
載

。
（
2
階

以
上

の
階

に
病

室
（
助

産
所

に
お

い
て

は
入

所
施

設
）
を

有
す

る
場

合
の

み
）

１
：
有

２
：
無

(1
0
)
避

難
橋

の
有

無
に

つ
い

て
記

載
。

（
2
階

以
上

の
階

に
病

室
（
助

産
所

に
お

い
て

は
入

所
施

設
）
を

有
す

る
場

合
の

み
）

１
：
有

２
：
無

(1
1
)
救

助
袋

の
有

無
に

つ
い

て
記

載
。

（
2
階

以
上

の
階

に
病

室
（
助

産
所

に
お

い
て

は
入

所
施

設
）
を

有
す

る
場

合
の

み
）

１
：
有

２
：
無

(1
2
)
そ

の
他

の
避

難
器

具
の

有
無

に
つ

い
て

記
載

。
１

：
有

２
：
無

５
日

常
的

な
入

院
患

者
の

実
態

把
握

(1
)

患
者

の
容

態
に

よ
る

「
担

送
」
、

「
護

送
」
、

「
そ

の
他

」
の

区
分

分
け

の
実

施
の

有
無

を
記

載
。

１
：
有

２
：
無

(2
)

重
傷

等
の

移
動

困
難

な
患

者
を

低
層

階
、

ナ
ー

ス
ス

テ
ー

シ
ョ

ン
付

近
に

収
容

す
る

配
慮

の
有

無
に

つ
い

て
記

載
。

１
：
有

２
：
無

６
夜

間
（
2
2
時

～
翌

朝
5
時

）
に

お
け

る
防

火
・
避

難
体

制
等

(1
)

消
防

計
画

上
の

夜
間

の
届

出
人

数
を

記
載

。

(2
)

午
前

２
時

時
点

に
お

い
て

勤
務

す
る

実
職

員
数

（
直

近
1
ヶ

月
間

に
お

け
る

平
均

的
な

人
数

）
を

記
載

。

(3
)

夜
間

の
具

体
的

な
応

援
体

制
を

記
載

。
（
住

み
込

み
ス

タ
ッ

フ
に

よ
る

応
援

体
制

が
あ

る
な

ど
）

(4
)

夜
間

の
避

難
・
誘

導
・
搬

送
に

関
す

る
マ

ニ
ュ

ア
ル

の
作

成
の

有
無

。
１

：
有

２
：
無

(5
)

夜
間

防
火

管
理

責
任

者
（
防

火
管

理
者

不
在

時
の

代
理

）
を

配
置

し
て

い
る

か
ど

う
か

有
無

で
回

答
。

１
：
有

２
：
無

(6
)

夜
間

に
お

け
る

平
均

的
な

巡
視

回
数

を
記

載
。

７
医

療
機

器
の

点
検

管
理

等

(1
)

電
気

を
使

用
す

る
医

療
機

器
の

定
期

的
な

（
概

ね
一

年
に

一
回

程
度

）
電

源
プ

ラ
グ

の
点

検
・
手

入
れ

の
実

施
の

有
無

。
１

：
有

２
：
無

※
同

一
施

設
に

つ
い

て
は

、
様

式
１

、
２

そ
れ

ぞ
れ

に
お

い
て

、
同

一
の

都
道

府
県

通
番

を
付

し
て

く
だ

さ
い

。

区
分
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添付資料５

#########

実施期間 ２０１３年　１０月～１１月

配布件数

回答件数 うち、有床診療所　2045件　　無床診療所　114件　　　病院１

防火安全体制に関する緊急アンケート

≪　最終結果報告　≫

３，２５９

２，１６０
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1920年代 2件

1930年代 1件 1974年以前に建築し、増改築した件数

1940年代 3件 増築1回 増築2回 増築3回 増築4回 増築5回 増築6回 空白

1950年代 26件 増改築有 215件 129件 50件 20件 4件 1件 1件 10件

1960年代 122件 増改築無 67件

1970年 46件 空白 16件

1971年 26件

1972年 35件

1973年 37件 増改築無 0件

1974年 26件

1975年 24件 1974年以後に建築し、増改築した件数

1976年 33件 増築1回 増築2回 増築3回 増築4回 増築5回 増築6回 空白

1977年 47件 増改築有 849件 544件 196件 48件 14件 4件 1件 42件

1978年 49件 増改築無 777件

1979年 63件 空白 56件

1980年代 605件

1990年代 537件

2000年代 243件

2010年代 47件

無回答 73件

回答医療機関の建築時期と増改築状況（ｎ：2045）
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≪スプリンクラー設置≫

有り 119件 5.8% 設置する 261件 13.6%

無し 1919件 93.8% ⇒義務化された場合 病床の廃止を検討 487件 25.4%

無回答 7件 0.3% 補助金等支援があれば設置 1118件 58.3%

2045 無回答 53件 2.8%

1919
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～99 5件 1000～1099 144件 2000～2099 28件 3000～3099 6件 4000～4099 2件 5000～5099 0件 6000～6099 2件 7000～7099 0件 8000～8099 2件

100～199 17件 1100～1199 113件 2100～2199 4件 3100～3199 3件 4100～4199 0件 5100～5199 0件 6100～6199 0件 7100～7199 0件

200～299 17件 1200～1299 85件 2200～2299 6件 3200～3299 4件 4200～4299 2件 5200～5299 1件 6200～6299 0件 7200～7299 1件

300～399 98件 1300～1399 88件 2300～2399 9件 3300～3399 4件 4300～4399 0件 5300～5399 0件 6300～6399 0件 7300～7399 0件

400～499 103件 1400～1499 52件 2400～2499 6件 3400～3499 3件 4400～4499 0件 5400～5499 0件 6400～6499 0件 7400～7499 0件

500～599 99件 1500～1599 45件 2500～2599 7件 3500～3599 2件 4500～4599 2件 5500～5599 0件 6500～6599 0件 7500～7599 0件

600～699 141件 1600～1699 30件 2600～2699 9件 3600～3699 3件 4600～4699 1件 5600～5699 0件 6600～6699 0件 7600～7699 0件

700～799 130件 1700～1799 37件 2700～2799 4件 3700～3799 1件 4700～4799 1件 5700～5799 0件 6700～6799 0件 7700～7799 0件

800～899 146件 1800～1899 21件 2800～2899 9件 3800～3899 4件 4800～4899 1件 5800～5899 0件 6800～6899 0件 7800～7899 1件

900～999 171件 1900～1999 26件 2900～2999 5件 3900～3999 1件 4900～4999 1件 5900～5999 1件 6900～6999 0件 7900～7999 0件

2件 2件 2件

777件
927件

641件 87件 31件 10件 2件
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有床診療所 面積分布図

１，０００㎡未満 ９２７件

１，０００㎡以上 ７７７件

ｎ：1704件
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添付資料６

公益社団法人 全国自治体病院協議会

防火設備に関する緊急調査報告

全国自治体病院協議会では、10 月 11 日に発生した福岡市の診療所の火災を受け、正会員

（病院）及び準会員（診療所）並びに附帯事業施設の防火設備の状況を把握するため、緊

急調査を実施した。

・調査対象：当協議会正会員（病院）、準会員の診療所（附帯事業施設含む）

・調査時点：平成 25 年 11 月 1 日現在 
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回答数

〔病院〕病床規模－開設者別

正会員 913 施設のうち、650 施設から回答（71.2％）があった。

〔診療所〕会員の種類･病床規模－開設者別

準会員 196 施設のうち、100 施設（51.0％）と準会員以外の診療所 35 施設の合計 135

施設から回答があった。無床診療所は 135 施設のうち、101 施設（74.8％）であった。 

〔附帯事業施設〕宿泊サービスの有無－開設者別

附帯事業施設（以下「附帯施設」）については、67 施設から回答があった。このうち、

宿泊サービスが「有り」は 40 施設（59.7％）であった。 

病床規模

100～ 200～ 300～ 400～ 500床

開設者 ～99床 199床 299床 399床 499床 ～

総 数 650 162 160 89 100 60 79

都 道 府 県 ・ 指 定 都 市 152 20 36 24 26 19 27

市 町 村 ・ 組 合 447 137 117 54 64 32 43

そ の 他（ 地 方 独立 行 政 法 人 等） 51 5 7 11 10 9 9

会 員 施 設 数 913 254 231 111 130 82 105

回 答 割 合 71.2% 63.8% 69.3% 80.2% 76.9% 73.2% 75.2%

総　数

区　分

1～

開設者 19床

総 数 135 100 35 101 34

都 道 府 県 ・ 指 定 都 市 28 12 16 27 1

市 町 村 ・ 組 合 104 85 19 71 33

そ の 他 （ 地方 独 立 行政 法 人 等） 3 3 0 3 0

総　数

会員の種類 病床規模

無床準会員
準会員
以外

宿泊サービスの有無

開設者 合計 1～49人 50～99人 100人～

総 数 67 27 40 10 21 9

都 道 府 県 ・ 指 定 都 市 8 3 5 2 2 1

市 町 村 ・ 組 合 53 20 33 8 17 8

そ の 他（ 地方 独立 行政 法人 等） 6 4 2 0 2 0

総　数

宿泊サービスの有無

無し
有り
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１． 防火設備の現状

第 1 表-1 防火戸の枚数，施設の種類 

防火戸の種類に応じた設置状況を把握するため、種類別の枚数を調査し、構成割合を

見た。 

各施設とも、煙感知式（システム連動型）が 70％以上を占めている。

防火戸の種類

施設の種類

病 院 34,788 773 24,912 2,680 635 1,684 3,447 657

診 療 所 285 1 204 32 0 9 29 10

附 帯 事 業 施 設 226 1 199 20 0 0 6 0

病 院 100 2.2 71.6 7.7 1.8 4.8 9.9 1.9

診 療 所 100 0.4 71.6 11.2 0.0 3.2 10.2 3.5

附 帯 事 業 施 設 100 0.4 88.1 8.8 0.0 0.0 2.7 0.0

その他 不明総数
温度ヒュー

ズ式

煙感知式
（システム
連動型）

煙感知式
（システム
非連動型）

炎感知式
複合式
感知器

構　　　　　　　成　　　　　　　割　　　　　　　合　　　　　　　（％）

枚　　　　　　　　　　　　　　　数　　　　　　　　　　　　　　　（枚）
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第１表-2 防火・消火用設備の状況，「有り」の施設数・割合 

注 設置基準上、設置がなくてもよい施設も母数に含まれる 

施設区分

内容

常時閉鎖式防火戸 306 47.1% 19 14.1% 19 28.4%

スプリンクラー 596 91.7% 23 17.0% 51 76.1%

消火器 650 100.0% 129 95.6% 66 98.5%

屋内消火栓 596 91.7% 48 35.6% 47 70.1%

屋外消火栓 323 49.7% 19 14.1% 19 28.4%

自動火災報知設備 640 98.5% 103 76.3% 63 94.0%
消防機関へ通報する火
災報知設備 591 90.9% 57 42.2% 54 80.6%

非常ベル 562 86.5% 87 64.4% 54 80.6%
自動式サイレン又は放送
設備 627 96.5% 73 54.1% 56 83.6%

誘導灯・誘導標識 648 99.7% 120 88.9% 64 95.5%

滑り台 149 22.9% 9 6.7% 22 32.8%

避難橋 59 9.1% 1 0.7% 7 10.4%

救助袋 232 35.7% 7 5.2% 5 7.5%

その他の避難器具 252 38.8% 31 23.0% 16 23.9%

病院

（ｎ=650）

診療所

（ｎ=135）

附帯事業施設

（ｎ=67）
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第１表-３ スプリンクラー設置状況の内訳

〔病院〕

スプリンクラーの設置が「無し」の 54 病院のうち、ほとんど 99 床未満の病院が占

めている。小規模であったり、複数の棟に分かれているため、設置基準未満になって

いる。

〔診療所〕

診療所では有床のうち、76.5％、無床のうち 85.1％がスプリンクラーの設置「無し」

となっている。

〔附帯施設〕

 附帯施設のうち、宿泊「有り」の施設には、ほとんどスプリンクラーが設置されて

いるが、宿泊「無し」の施設では、約半数が設置「無し」となっている。

病床規模
100～ 200～ 300～ 400～ 500床

施設数
～99床 199床 299床 399床 499床 ～

病 院 数 54 52 2 0 0 0 0

構 成 割 合 （ ％ ） 100.0% 96.3% 3.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

総数

項目

施設数
無し 有り 無し 有り

診 療 所 数 34 26 8 101 86 15

構 成 割 合 （ ％ ） 100.0% 76.5% 23.5% 100.0% 85.1% 14.9%

有床
診療所
回答数

無床
診療所
回答数

スプリンクラー スプリンクラー

項目

施設数
無し 有り 無し 有り

施 設 数 40 3 37 27 13 14

構 成 割 合 （ ％ ） 100.0% 7.5% 92.5% 100.0% 48.1% 51.9%

スプリンクラー附帯施設
宿泊「有り」

回答数

スプリンクラー 附帯施設
宿泊「無し」

回答数
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２． 今後、必要と思われる防火設備

第 2 表-1 防火戸の枚数，施設の種類 

今後、必要と思われる防火戸は病院では煙感知式（システム連動型）が 92.5％、診療所

では煙感知式（システム連動型）が 52.0％、複合式感知器が 32.0％であった。

防火戸の種類

施設の種類

病 院 160 0 148 4 0 8 0 0

診 療 所 25 0 13 4 0 8 0 0

附 帯 事 業 施 設 0 0 0 0 0 0 0 0

病 院 100 0.0 92.5 2.5 0.0 5.0 0.0 0.0

診 療 所 100 0.0 52.0 16.0 0.0 32.0 0.0 0.0

附 帯 事 業 施 設 0 - - - - - - -

炎感知式
複合式
感知器

その他 不明総数
温度ヒューズ

式

煙感知式
（システム
連動型）

煙感知式
（システム
非連動型）

枚　　　　　　　　　　　　　　　数　　　　　　　　　　　　　　　（枚）

構　　　　　　　成　　　　　　　割　　　　　　　合　　　　　　　（％）
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第 2 表-2 防火・消火用設備の必要性，「有り」の施設数 

３．その他防火設備に関する意見等

 室内の改装や用途変更により、スプリンクラー未警戒となった区画や新たな設置が

必要となった箇所がある。

 老朽化に伴い、不具合が生じている防火戸・防火シャッター、スプリンクラー等消

火用設備がある。順次更新しているが、経営が厳しく遅れがちである。

 エレベーター・エレベーターホールにおいて、遮煙性能等の強化が必要である。

 スプリンクラー設置が「無し」の病院で、国や県から補助があれば設置を検討した

いという声もあった。

（単位：施設数，割合）
施設区分

内容

常時閉鎖式防火戸 19 2.9% 1 0.7% 0 0.0%

スプリンクラー 21 3.2% 13 9.6% 4 6.0%

消火器 2 0.3% 1 0.7% 0 0.0%

屋内消火栓 4 0.6% 6 4.4% 2 3.0%

屋外消火栓 15 2.3% 2 1.5% 1 1.5%

自動火災報知設備 2 0.3% 1 0.7% 0 0.0%
消防機関へ通報する火
災報知設備 13 2.0% 4 3.0% 0 0.0%

非常ベル 4 0.6% 3 2.2% 1 1.5%
自動式サイレン又は放送
設備 5 0.8% 4 3.0% 1 1.5%

誘導灯・誘導標識 1 0.2% 0 0.0% 0 0.0%

滑り台 36 5.5% 2 1.5% 0 0.0%

避難橋 19 2.9% 1 0.7% 1 1.5%

救助袋 21 3.2% 0 0.0% 1 1.5%

その他の避難器具 14 2.2% 1 0.7% 1 1.5%

病院

（ｎ=650）

診療所

（ｎ=135）

附帯事業施設

（ｎ=67）
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日本医師会

病院におけるスプリンクラー設置
に関する調査結果について

（平成２６年４月実施）

添付資料７

病院におけるスプリンクラー設置に関する調査

Japan Medical Association

【調査の目的】消防庁「有床診療所・病院火災対策検討部会」において、
病院のスプリンクラー設置基準の検討が行われることから、
２００床未満の病院を対象に、３０００㎡未満の病院建物の
スプリンクラーの設置状況と、義務化された場合の対応について
調査する。

【調査発送先】２００床未満の病院（発送数 約５９００病院）

【調査対象】 病床のある３０００㎡未満の建物（スプリンクラー未設置）
を有する病院
（上記対象建物のない病院は回答不要）

【回答方法】 WEBによる回答、FAX・メールによる回答

【締切】 第一次締切 ４月２１日（月）
第二次締切 ４月３０日（水）
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Japan Medical Association

１．回答数

集計結果

回答総数 １０８４件（WEB回答８０４件、ＦＡＸ回答２８０件）
有効回答 ９９０件（スプリンクラー設置済みの病院等を除いた数）

２．開設者の種別

医療法人 個人 医師会 国 都道府県・
市町村等

公的 学校
法人

その他 合計

818
（82.6%）

88
（8.9%）

8
（0.8%）

0 42
（4.2%）

10
（1%）

0 24
（2.4%）

990

（病院数）

３．許可病床数

20～40
床

41～60
床

61～80
床

81～100
床

101～120
床

121～150
床

151～199
床

合計

198
（20%）

328
（33.1%）

125
（12.6%）

123
（12.4%）

63
（6.4%）

67
（6.8%）

86
（8.7%）

990

 約５割が６０床以下の病院からの回答である。１２０床以下まで含めると
約８割となる。

 医療法人立病院が回答の約８割を占める。

（病院数）

４．病床の種別（複数回答）

一般病床 療養病床 精神病床 結核病床 感染症病床

627 534 84 6 3

（病院数）

807

366
448

131 116

447

54

164
92

51
138 110

476

323

0
100
200
300
400
500
600
700
800
900

内
科

呼
吸
器
内
科
等

外
科

呼
吸
器
外
科
等

脳
神
経
外
科

整
形
外
科

産
婦
人
科

小
児
科

眼
科

耳
鼻
咽
喉
科

泌
尿
器
科

精
神
科

リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
科

そ
の
他

５．診療科（複数回答）

（病院数）
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Japan Medical Association

（１）建物の建築年

1959年
以前

1960
年代

1970
年代

1980
年代

1990
年代

2000
年代

2010
年代

34
（2.6%）

156
（12.1%）

286
（22.1%）

377
（29.2%）

195
（15.1%）

191
（14.8%）

32
（2.5%）

※無回答22棟

（棟数）

６．対象建物の概要 対象建物数 １２９３棟

（２）建物構造

耐火（鉄筋コンクリート造） 1097（86.9%）

準耐火（鉄骨造） 134（10.6%）

非耐火（木造） 12（1%）

混合その他） 20（1.6%）

（棟数）

※無回答30棟
耐火（鉄筋

コンクリー

ト造
86.9%

準耐火

（鉄骨造）
10.6%

非耐火

（木造）
1%

混合

（その他）
1.6%

 1970年代・1980年代の建物が約５割を占める。

 約９割が耐火構造である。

500㎡未満
3.5%

～1000㎡
未満

12.1%

～1500㎡
未満

18.2%

～2000㎡
未満

20.2%

～2500㎡
未満

18.7%

～3000㎡
未満

23.8%

3000㎡以上
3.5%

Japan Medical Association

（３）延床面積

～500㎡未満 45（3.5%）

500㎡以上1000㎡未満 154（12.1%）

1000㎡以上1500㎡未満 232（18.2％）

1500㎡以上2000㎡未満 258（20.2％）

2000㎡以上2500㎡未満 239（18.7％）

2500㎡以上3000㎡未満 304（23.8％）

3000㎡以上 45（3.5％）

※ 3000㎡以上でも、防火区画等によりスプリンクラーの設置が
免除されている場合がある。

（棟数）

※無回答16棟
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Japan Medical Association

（４）防火扉の有無 （階段室）

有り 1099（86%）

無し 166（13%）

不明 13（1%）

１階建 ２階建 ３階以上 無回答

有り 14 147 937 1

無し 40 94 32 0

不明 1 4 8 0

階数別

（棟数） 建物階数別

（５）防火扉の有無 （階段室以外）

有り 834（66.3%）

無し 403（32%）

不明 21（1.7%）

１階建 ２階建 ３階以上 無回答

有り 43 178 612 1

無し 18 67 318 0

不明 0 2 19 0

（棟数）
建物階数別

階数別

※無回答15棟

※無回答35棟

（棟数）

（棟数）

 ３階以上の場合は95.9％が防火扉設置

７．午前２時の実職員数

20～40床 41～60床 61～80床 81～100床 101～120床 121～150床 151～199床

3.6 4.4 5.3 6.6 7.2 7.8 8.6

（人）

3人以上
4人未満

～5人
未満

～6人
未満

～7人
未満

～8人
未満

～9人
未満

～10人
未満

～15人
未満

15人
以上

286
（30.4%）

174
（18.5%）

158
（16.8%）

114
（12.1%）

70
（7.4%）

49
（5.2%）

24
（2.6%）

59
（6.3%）

7
（0.7％）

（病院数）

【病床規模別平均人数】

注１．夜勤の看護職員のみを回答してきた病院がある。一部は人数確認を行い修正しているが、
全ての病院に確認はできていないため、本数字はあくまでも目安としてお考えいただきたい。

注２．①スプリンクラー設置済の棟と未設置の棟が混在する病院、②病床のある建物が４棟以上ある
場合は、集計対象に含めていない。（①は設置済の棟の夜間職員数を調査していないこと、
②は今回の調査は病床数の多い方から３棟までを調査対象としているため、これらについては
病院全体としての職員数を把握できないため）

 全病院の平均は５．３人であった。（※夜間人数集計対象病院の平均病床数は７４床）

【職員数別分布】
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Japan Medical Association

８．スプリンクラーの設置が義務付けられた場合の対応

（１）補助金の範囲内で設置できる場合

１．対象となる建物全てに設置する。 831（85.8%）

２．ある建物には設置するが、別の建物は設置が困難なため
病棟を閉鎖せざるを得ない。

73（7.5%）

３．設置が困難なため、病院の廃止（または有床・無床診療所
への移行）を検討する。

65（6.7%）

※無回答21病院

（病院数）

２または３の場合、設置が困難な理由（複数回答）

ア．技術的に設置が困難 37（21.5%）

イ．患者の移動が困難等、工事中の業務休止が不可能 94（54.7%）

ウ．その他
現時点で設置工事が可能か不明
水槽を設置するスペースがない
建物が老朽化している為、補助金で１０年間の制限がかかると問題がある
病院の建替えを検討する 等

43（25%）

14.2％

８．スプリンクラーの設置が義務付けられた場合の対応

（２）補助金の範囲内で設置できず、自己負担が発生する場合

１．対象となる建物全てに設置する。 607（63.2%）

２．ある建物には設置するが、別の建物は設置が困難
なため病棟を閉鎖せざるを得ない。

170（17.7%）

３．設置が困難なため、病院の廃止（または有床・無床診
療所への移行）を検討する。

184（19.1%）

※無回答29病院

（病院数）

２または３の場合、設置が困難な理由（複数回答）

ア．技術的に設置が困難 53（10.1%）

イ．患者の移動が困難等、工事中の業務休止が不可能 149（28.3%）

ウ．経済的理由 267（50.8%）

エ．その他
自己負担額によって検討する
築年数に伴う耐久性、付随建築工事（費）が発生する
現時点で設置工事が可能か不明
水槽を設置するスペースがない
建物が老朽化している為１０年間の制限がかかると問題がある
病院の建替えを検討する 等

59（11.2%）

36.8％
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①病床数 ２０～４０床 （２）自己負担発生

１．設置 ２．一部閉鎖 ３．病院廃止 （２）無回答 計

（
１
）補
助
金
で
設
置
可
能

１．対象となる建物すべてに設置 112 23 33 5 173

２．一部設置、一部は設置が困難で閉鎖 0 7 0 0 7

３．設置が困難なため病院の廃止を検討 0 0 15 0 15

（１）無回答 0 1 1 1 3

計 112 31 49 6 198

15.7% 24.7% ⇒ 計40.4%

Japan Medical Association

８．スプリンクラーの設置が義務付けられた場合の対応

（１）補助金で設置できる場合と（２）自己負担が発生する場合のクロス集計（病床規模別）

②病床数 ４１～６０床 （２）自己負担発生

１．設置 ２．一部閉鎖 ３．病院廃止 （２）無回答 計

（
１
）補
助
金
で
設
置
可
能

１．対象となる建物すべてに設置 193 29 43 7 272

２．一部設置、一部は設置が困難で閉鎖 0 22 3 0 25

３．設置が困難なため病院の廃止を検討 0 0 23 0 23

（１）無回答 2 1 1 4 8

計 195 52 70 11 328

15.9% 21.3% ⇒ 計37.2%

Japan Medical Association

③病床数 ６１～８０床 （２）自己負担発生

１．設置 ２．一部閉鎖 ３．病院廃止 （２）無回答 計

（
１
）補
助
金
で
設
置
可
能

１．対象となる建物すべてに設置 80 14 14 1 109

２．一部設置、一部は設置が困難で閉鎖 0 5 2 1 8

３．設置が困難なため病院の廃止を検討 0 0 7 0 7

（１）無回答 0 1 0 0 1

計 80 20 23 2 125

16% 18.4% ⇒ 計34.4%

④病床数 ８１～１００床 （２）自己負担発生

１．設置 ２．一部閉鎖 ３．病院廃止 （２）無回答 計

（
１
）補
助
金
で
設
置
可
能

１．対象となる建物すべてに設置 82 11 5 3 101

２．一部設置、一部は設置が困難で閉鎖 0 6 1 0 7

３．設置が困難なため病院の廃止を検討 0 1 8 1 10

（１）無回答 0 1 2 2 5

計 82 19 16 6 123

15.4% 13% ⇒ 計28.4%
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⑤病床数 １０１～１２０床 （２）自己負担発生

１．設置 ２．一部閉鎖 ３．病院廃止 （２）無回答 計

（
１
）補
助
金
で
設
置
可
能

１．対象となる建物すべてに設置 35 7 6 0 48

２．一部設置、一部は設置が困難で閉鎖 1 8 1 0 10

３．設置が困難なため病院の廃止を検討 0 0 4 0 4

（１）無回答 0 0 1 0 1

計 36 15 12 0 63

23.8% 19% ⇒ 計42.8%

⑥病床数 １２１～１５０床 （２）自己負担発生

１．設置 ２．一部閉鎖 ３．病院廃止 （２）無回答 計

（
１
）補
助
金
で
設
置
可
能

１．対象となる建物すべてに設置 41 8 2 3 54

２．一部設置、一部は設置が困難で閉鎖 0 7 1 0 8

３．設置が困難なため病院の廃止を検討 0 0 4 0 4

（１）無回答 1 0 0 0 1

計 42 15 7 3 67

22.4% 10.4% ⇒ 計32.8%

Japan Medical Association

⑦病床数 １５１～１９９床 （２）自己負担発生

１．設置 ２．一部閉鎖 ３．病院廃止 （２）無回答 計

（
１
）補
助
金
で
設
置
可
能

１．対象となる建物すべてに設置 60 9 4 1 74

２．一部設置、一部は設置が困難で閉鎖 0 8 0 0 8

３．設置が困難なため病院の廃止を検討 0 0 2 0 2

（１）無回答 0 1 1 0 2

計 60 18 7 1 86

20.9% 8.1% ⇒ 計29.1%
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９．意見・要望 （１）（２）ともに「全てに設置する」を選択した病院の意見（自由記載）

補助金が交付されれば、すぐに設置したい。
施設の老朽化のため建替えを検討しており、新築時には設置したい。
平成２５年度補正予算の補助金を申請している。自己負担は発生し、経済的には

厳しいが、補助金が交付されれば設置したい。

 義務化されれば従わざるを得ないが、十分な緩和措置、経過措置期間を認めてもら
わなければ対応できない。

 必要な設備は設置したいが、求められるスプリンクラーの性能によっては補助金を
はるかに超える費用負担が発生するため、実際に設置できるかどうか懸念している。

 患者の移動について対応方法がなく、「設置する」と答えたものの不可能に近い。
 スプリンクラーの設置には相当な費用がかかり、医療機関によっては死活問題である。
 スプリンクラーの設置が義務化された場合、補助金の範囲内での施工は無理と考える。

資金面、税制面での更なる支援が必要である。今や、零細規模の医療機関は、
安全確保の為とはいえ、積極的に設備投資を行えるほどの利益体質にはない。

 スプリンクラー工事については、工事代金のみの補助金ではなく、業務中止期間の
診療報酬補償がないと中小病院は難しいと考える。

 見積もりでは、17000/㎡の補助金では設置コストの半分も満たさず、病院の負担は
かなり大きい。病棟部分の新築も含めて検討する必要があり、土地の取得を含め
対応はかなり困難である。

設置するという回答であっても、様々な問題が存在する
ため、簡単に設置できるわけではない。

積極的意見

問題点の指摘等

Japan Medical Association

 スプリンクラー設置義務化となった場合、患者の移動、建物自体の構造上の問題など
多数の問題が発生する。義務化する前に、再度防火対策のあり方を検討してほしい。

 後付けの場合は、水槽の設置場所など問題がある。建蔽率や容積率への配慮がない
と設置できない可能性がある。

 病院廃止までは考えていないが、病床廃止はあり得る可能性が大である。

 当院は小規模な精神科病院で、耐火構造であり可燃物も少ない。消火栓、消火器も各
階に設置されているので、スプリンクラーまでは必要ないと考えている。

 スプリンクラーの設置よりも、火災発生時の「初期動作」及び人的による「初期消火」の
方が重要ではないか。

 スプリンクラーさえ設置すれば火災が最小限で抑えられるという安易な考えはいかがな
ものか。また、3000㎡未満で一括りにすることも乱暴ではないか。

 今まで設置していなくても良かったのに、事故がある度に消防法が厳しくなる。本当にそ
れでよいのか。民間病院はやっていけなくなる。

 平成２５年４月に病棟を新築したばかりであり、遡及する形での法律改正には反対であ
る。スプリンクラー以外の防火設備の充実強化や消防訓練等の充実による防火意識の
向上等代替措置も認めるべきと考える。

 床面積のみで規制の対象とするのではなく、休日や夜間の収容人数や職員の人数によ
り規制を変える等の方法を取ってもいいのではないか。

 スプリンクラー等、有効な消火設備を有している場合、診療報酬（環境加算）で手当てし
てもらいたい。安全第一ではあるが、それには相当額の費用負担がある。

 現在見積中だが金額が莫大であることに加え、非常用電源装置容量不足でポンプ式ス
プリンクラーの設置が困難である。1000～3000㎡未満の建物も水道連結型スプリンク
ラーの設置を可能にしてほしい。
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 希望する全ての医療機関に補助金が支給されることを強く要望する。

 １㎡あたりの補助基準単価の増額を要望する。

 自己負担が発生しないよう、補助金で設置できるようにしてほしい。

 自己負担が発生する場合には、特別金利の融資を検討してほしい。

 スプリンクラー設置が義務化された場合には、次年度以降も、全施設の設置が
終了するまで補助金を継続してほしい。

補助金に関する要望

（１）（２）ともに「全てに設置する」を選択した病院の意見（自由記載）

９．意見・要望

Japan Medical Association

（２）で「２．一部病棟閉鎖」または「３．病院の廃止」を選択した病院の意見（自由記載）

 防火設備・防火対策はスプリンクラーを除き、万全を期している。従来通りの基準を継
続していただきたい。

 公立病院のない市において365日24時間体制の救急病院として運営しており、工事期
間中の業務中止は不可能に近い。

 工事期間中の入院患者の病室確保が困難なため、現状では工事は困難である。

 設置したいが、重症の患者で酸素吸入している患者も多く、移動が困難である。敷地
がないため、仮設の建物を建てることもできない。

 福岡の火災を受けてスプリンクラーの必要性は十二分に感じているが、１病棟の施設
においては、工事中は休診せざるを得ないため、工事期間中の収入減及び職員の生
活保障、また患者への影響を考えると、既存施設での設置は困難である。

 小規模病院では工事中の業務休止における損失も含め、経済的負担が大きすぎ、経
営破綻となりかねない。消防庁にそこまでの権限があるのか。

 見積もりをとったところ、約２億かかる。補助金だけでは設置不可能なため、病院を閉
鎖することを検討しなければならない状況である。

 設置コストが高いため、導入が必要な場合は廃院もやむを得ない。地域からの需要
はかなり高いため、残念である。

 別の場所に移転新築しなければならなくなる。

 精神科は天井に紐のかかる構造にできない。天井裏に配管を通す場合には工事費
がさらにかかる。パッケージ型の設置も、医療法上の面積との関係で設置できるか不
安である。

９．意見・要望
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 新築については仕方ないが、既存の建物への設置は問題が大きすぎ、補助金云々
の問題ではない。規制を強化すれば良いというものではない。

 患者の生命に関わる問題なので義務化もやむを得ないが、建築に関わる大規模な
基準変更は大きな支障をきたすことから、建替や大規模修繕まで経過措置を設ける
など、柔軟な対応をお願いしたい。

 施設の老朽化もあり、将来的には新築移転を考えている。経過措置期間を長めに設
定した上での義務付けであれば、現実的ではないか。

 ２階建てで、避難路も十分あり、現状にて妥当と考える。

 防火扉、火災警報器の設置があり、夜間の人員配置も確保されており、スプリンク
ラーは必要ない。
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有床診療所等における火災時の対応指針 

１ 指針の目的 

本指針は、平成 25 年に発生した福岡市有床診療所火災において、犠牲者の多く

が自力避難の困難な高齢者であったことや、職員等による消火器等を使用した初期

消火や入所者の避難誘導が十分に行われなかったこと、また当該診療所から消防機

関への通報が火災発生直後になされなかったこと等が被害拡大の要因として推測

されることを踏まえ、有床診療所、病院及び助産所に勤務する職員等が１名の場合

に躊躇することなく火災に対応できるよう、最低限の火災時の行動パターンを示し、

施設の利用実態に応じた避難対策を事前に講ずることにより、火災被害の抑制に資

するものである。 

２  対象 

本指針は、有床診療所、病院及び助産所（防火対象物の全部又は一部を消防法施

行令（昭和36年政令第37号。以下「令」という。）別表第一 (6)項イ（診療所にあ

っては有床診療所に限る。）の用途に供するものをいう。以下「有床診療所等」と

いう。）に供するもののうち、夜間等において勤務する職員が１名になる可能性の

あるものを対象とする。 

３ 本指針の基本的な考え方 

(1) これまで示されているマニュアル（「社会福祉施設及び病院における夜間の防

火管理体制指導マニュアルについて」（平成元年3月31日付け消防予第36号）及

び「小規模社会福祉施設における避難誘導体制の確保について」（平成21年10月

27日付け全消発第338号））の対象外であった小規模な有床診療所等を対象とし

たこと。 

 (2) 職員等が１名の場合に躊躇することなく火災に対応できるよう、最低限の行動

パターンを提示したこと。 

(3) 本対象においては、消防機関への通報を早期に行うことによる避難誘導に係る

行動に重点をおいたこと。 

４ 事前検討 

  施設の構造や設置された各種設備等の設置状況、入所者等（有床診療所等の利用

者をいう。以下同じ。）の状況等によって、火災発生時に必要となる対応行動は異

なるものになることから、事業者は、避難経路の選択、避難介助の方法等について

事前検討を行い、あらかじめ、個々の施設の実態等に応じた対応行動を定めておく

ものとする。 

添付資料８

79

全日本病院協会　医療行政情報 
http://www.ajha.or.jp/admininfo/



５ 火災発生時の対応（別添参照） 

火災発生時に職員等がとるべき対応は、おおむね次のとおりとするが、個々の施

設の実態に応じたものとなるよう配慮することが必要である。 

(1) 火災の覚知 

  ア 自動火災報知設備が設置されている場合 

自動火災報知設備が鳴動した場合は、受信機又は副受信機の火災表示灯が点

灯した場所を警戒区域一覧図と照合し、発報場所を確認する。 

イ 連動型住宅用火災警報器が設置されている場合 

連動型住宅用火災警報器が鳴動した場合は、(2)の通報後、発報場所を確認す

る。 

(2) 消防機関への通報 

消防機関への通報は以下のとおり極力省力化を図るものとし、火災の事実がな

いことが確認できた場合や、他の職員又は協力者等が参集してきた場合等には火

災通報装置における消防機関からの呼び返しに対応すること。 

  ア 火災通報装置が自動火災報知設備と連動している場合 

自動通報のため対応はしない。消防機関からの呼び返しについては、その対

応よりも原則として避難誘導を優先する。 

なお、施設側においては、６に示す非火災報対策を実施するとともに、消防

機関においては、連動による通報の場合の出動体制に配慮する。 

イ 火災通報装置が自動火災報知設備と連動していない場合 

火災通報装置を起動させる。消防機関からの呼び返しについては、その対応

よりも原則として避難誘導を優先する。 

ウ 火災通報装置が設置されていない場合 

電話により消防機関へ通報する。通報内容は以下の例を参考に最小限の内容

とする。 

なお、通報時、施設の住所を忘れることが多いことから、固定電話や院内Ｐ

ＨＳ等業務で使用する可能性のある電話の近くに施設の住所を記載しておく

ことが望ましい。 

（通報例 ※下線部分は必須とする。） 

通報者 119 番をする。 

消 防 「はい、消防です。火事ですか、救急ですか。」 

通報者 「火事です。」 

消 防 「場所はどこですか。」 

通報者 「○○区（市）○○町○丁目○番○号○○の○○(事業所名)で、○○施設です。 

（施設の類型：（例）有床診療所、認知症高齢者グループホーム）です。」 

消 防 「その施設は何階建ですか。燃えているところは何階ですか。」 

通報者 「○階建の○階が燃えています。」 

消 防 「入所者は何名ですか。逃げ遅れた人はいませんか。」 

通報者 「入所者は○名です。逃げ遅れは今のところわかりません。」 

消 防 「何が燃えているかわかりますか。」 

通報者 「○○○が燃えています。」 

消 防 「近所に目標となる建物はありますか。」 
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通報者 「○○○○○」 

消 防 「わかりました。すぐいきます。」 

 (3) 現場の確認 

自動火災報知設備又は連動型住宅用火災警報器が発報した場所に、消火器を携

行して駆けつけ、火災現場の状況を確認する。発報した部屋の戸を開け、火災を

確認した場合は、「火事だー！」と２回叫ぶこととする。 

  火災の事実がなかったことが明らかな場合は、すぐに消防機関に通報する。 

(4) 火災室からの避難 

大声で付近の入所者等に火災である旨、避難すべき旨を知らせるとともに、ま

ず火災室から入所者等を避難させる。 

ただし、複数の入所者等がいる場合など、避難に時間を要する場合は、(5)初

期消火を優先する。 

ア 火災室の入所者等が自力避難困難な場合は、部屋の外まで一時的に退避させ

る。 

イ 火災室の入所者等が自力避難可能な場合は、「火事だ。○○○へ避難してく

ださい。」と大声で叫ぶ等の指示をし、自力で建物外まで避難させる。 

(5) 初期消火 

携行した消火器により初期消火を行う。 

(6) 出入口の閉鎖  

火災室からの退避若しくは避難及び初期消火終了後、直ちに火災室の出入口を

閉鎖する。その際、近傍に排煙設備又は排煙上有効な窓等がある場合は、これを

作動させ、又は開放しておく。 

(7) 自力避難困難者の避難介助 

ア 火災室から一時的に退避させた自力避難困難者を、建物外まで介助を行って

避難させることを基本とするが、避難に時間を要する場合は、バルコニー等の

一時的な避難場所（近傍に一時的な避難場所が無い場合は火災室以外の居室）

へ水平的に避難させることとする（（8）ア①において同じ。）。 

  その際、近傍に排煙設備又は排煙上有効な窓等がある場合は、これを作動さ

せ、又は開放しておく。また、当該室に面して一時的な避難場所となるバルコ

ニー等が設置されている場合は、当該バルコニー等への出入口を解錠しておく。 

イ 具体的な避難介助の方法は、職員等が腕で支えるほか、車椅子やストレッチ

ャーを使用する、背負って避難させる、シーツ等を利用する、両腕を引っ張る、

後ろ襟を引っ張る等があるが、自力避難困難者等の状況（運動能力の低下、視

覚・聴覚の障害等種々の条件（薬の服用等による一時的なものを含む。））に

応じて実効性のある方法で柔軟に避難介助を行うこととする。 

なお、車椅子やストレッチャーを使用する場合は、バルコニー等において、

車椅子等が渋滞し、避難の支障となること等がないよう、避難経路の幅や避難

場所の広さ等の状況に応じ、避難が可能となる人数等の条件をあらかじめ検討

しておくことが必要である。 
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ウ エレベータ等は原則として使用できないものとするが、階段昇降機は、施設

の状況等により使用することができるものとする。 

(8) 火災室以外の入所者の避難誘導 

ア 火災室以外の入所者等を避難させる。 

その際、①又は②のいずれの入所者等も、それぞれの居室から地上又は一時

的な避難場所に避難する際に、火災室を通過してはならないこととする。 

① 火災室以外の自力避難困難者は、火災室の入所者等の避難誘導、初期消火

の後、地上又は一時的な避難場所に介助を行って避難させる（避難介助の具

体的方法は(7)に同じ。）。 

② 火災室以外の自力避難が可能な者は、(4)から(8)までの行動の合間に職員

等が「火事だ。○○○へ避難してください。」と大声で叫ぶなど、施設及び

入所者等の実態に応じた方法により避難を促し、自力で建物外に避難させる。 

  イ 避難の際に、火災室以外の居室等の戸や防火戸（設置されている場合に限る。）

は可能な限り閉鎖する。その際、近傍に排煙設備又は排煙上有効な窓等がある

場合は、これを作動させ、又は開放しておく。 

 ウ 最後に入所者等の全員の避難を確認する。 

(9) 近隣協力者等への連絡 

近隣協力者等がいる場合、職員は可能なタイミングにおいて近隣協力者等に電

話等により連絡するものとする（自動火災報知設備等と連動して近隣協力者等に

連絡する装置を有している場合は、自動火災報知設備等の作動により自動的に連

絡が行われることとする。）。 

連絡を受けた近隣協力者等は、自宅等から施設に駆けつけ、他の職員等と協力

して、避難誘導等の活動を行うこととする。 

(10) 消防隊への情報提供 

  消防隊の活動が効率的に行われるよう、消防隊に対して情報提供を行うこと

（出火場所・避難状況・危険物の有無など）。 

６ 職員への教育・訓練 

(1) 小規模有床診療所等においては、夜間等の職員が少なく、また防火管理者が業

務に従事している可能性も低いことから、全ての職員が一定の知識を持ち、火

災時に適切に対応できるよう、採用時等の機会に定期的に教育を実施していく

ことが必要である。 

そのため、施設で定めている「消防計画」に職員への定期的な教育の時期を記

載しておくものとする。 

(2) 避難訓練等の機会を活用し、個々の施設の実態等に応じた夜間等の職員が少な

い状況での対応行動を検証し、当該検証の結果を踏まえて必要な改善策の検討を

行うことが必要である。 
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７ 施設における非火災報対策 

施設側における非火災報対策については、以下のとおりとする。 

(1)  誤操作による出動を防止するため、職員等に対して自動火災報知設備及び火災

通報装置の取扱いについて習熟させておくこと。 

(2) 非火災報と判明したときは、直ちに消防機関にその旨を通報すること。 

(3) 自衛消防訓練を実施する場合は、連動停止スイッチ箱等を操作し、必ず非連動

として、自動火災報知設備が作動したことを知らせるメッセージが送信できない

状態にした後、実施すること。 

(4) 非火災報が発生した場合は、その原因を調査し、感知器の交換等、必要な非火

災報防止対策を講じること。 
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小規模診療所における火災対応概要（自動火災報知設備が設置の場合） 

 

 

 

出火・自動火災報知設備 鳴動 

消火器を持って現場に行きます。 

消防隊への情報提供（出火場所、避難状況、危険物の有無など） 

本指針による対応方法 従前の対応方法 

火災室の入所者を避難させ、消火器で初期
消火します。 

別 添 

受信機にて出火場所の確認 

避 難 完 了 

火災室からの避難誘導・初期消火 

現 場 確 認 

移動②

移動③

消防機関への通報 

移動④

火災室以外の避難誘導 

火災室以外の避難誘導 

移動③

消防機関への通報 ※ 

○火災通報装置を起動する。
※火災通報装置と自動火災報知
器が連動している場合は対応なし 

○火災通報装置が未設置の場合
は、電話により通報 

移動①
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小規模診療所における火災対応概要（連動型住宅用火災警報器が設置の場合） 

 

 

出火・連動型住宅用火災警報器 鳴動 

消火器を持って現場に行きます。 

消防隊への情報提供（出火場所、避難状況、危険物の有無など） 

本指針による対応方法 従前の対応方法 

火災室の入所者を避難させ、消火器で初期
消火します。 

避 難 完 了 

火災室からの避難誘導・初期消火 

現 場 確 認 

移動①

移動②

消防機関への通報 

移動③

火災室以外の避難誘導 

火災室以外の避難誘導 

移動②

消防機関への通報 

○火災通報装置を起動する。

○火災通報装置が未設置の場合
は、電話により通報 
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平成２６年７月４日

消 防 庁 

「有床診療所・病院火災対策報告書」の公表 

 消防庁では、平成２５年１０月１１日（金）に福岡県福岡市において死者１０名、負

傷者５名が発生した有床診療所火災の教訓を踏まえ、「予防行政のあり方に関する検討

会」の下に「有床診療所・病院火災対策検討部会」を開催し、有床診療所及び病院等の

火災被害拡大防止対策及び火災予防行政の実効性向上等に関する検討を行ってきたと

ころであり、この度、報告書が取りまとめられたことから公表いたします。 

【有床診療所及び病院等に対する主な火災対策】 

１ ソフト面での対策 

・「有床診療所等における火災時の対応指針」等を活用した実践的な訓練の実施や事業

者による防火対策の自主チェック等を通じた防火管理体制の向上 

・防火戸等の定期調査、検査報告制度の強化 

２ ハード面での対策 

・小規模な有床診療所・病院への消火器及び火災通報装置の設置義務化 

・「避難のために患者の介助が必要な有床診療所・病院」における自動火災報知設備と

火災通報装置の連動化 

・3000㎡以上の有床診療所及び「避難のために患者の介助が必要な有床診療所・病院」

へのスプリンクラー設備の設置義務化 

【別添資料】 

「有床診療所・病院火災対策報告書」の概要 

※報告書全文については、消防庁ホームページ(http://www.fdma.go.jp/)に掲載します。 

＜連絡先＞ 

消防庁予防課設備係 

担当：伊藤専門官、金子係長、北野事務官、久保田事務官 

電話 03－5253－7523(直通)、FAX 03－5253－7533 
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有床診療所・病院火災対策報告書（平成２６年７月）＜概要＞

概 要 

発 生 日 時 ： 平成２５年１０月１１日 ２時２２分覚知

建 物 名 称 ： 安部整形外科

用   途 ： 診療所（消防法施行令別表第１（６）項イ）

構造・階層 ： 鉄骨造及び鉄筋コンクリート造

  地下１階地上４階建て

延 べ 面 積 ： 681.715㎡
死傷者 

人 的 被 害 ： 死者１０名、負傷者５名

２．福岡市の有床診療所火災の概要

目的 

平成25年10月11日に発生した福岡県福岡市における有床診療所火

災の教訓を踏まえ、有床診療所・病院等の火災被害拡大防止対策及

び火災予防行政の実効性向上等に関する検討を行うことを目的とする。

検討体制 

部会長：室崎益輝（ひょうご震災記念21世紀研究機構副理事長） 

委員： 病院関係者、有床診療所関係者、自治体消防本部、

   学識経験者、関係省庁（国土交通省、厚生労働省）

１．検討部会の目的及び検討体制

調査結果の概要 

○ 病院においては、12,429施設のうち、1,500～3,000
㎡の施設が3,157施設で最も多く（25％）、スプリンク

ラー設置率は17％であり、病院全体での設置率は

58％であった。また、法令で義務付けられている年２

回以上の消火・避難訓練の実施率は70％であった。

○有床診療所においては、7,744施設のうち、1,000～
1,500㎡の施設が1,888施設で最も多く（24％）、スプ

リンクラー設置率は2％であり、全体での設置率は

5％であった。また、法令で義務付けられている年２

回以上の消火・避難訓練の実施率は36％であった。

調査対象：病院、有床診療所

主な調査事項：規模別スプリンクラー設置状況、消防訓練実施状況等

１

○ スプリンクラー設置状況（病院）

○ スプリンクラー設置状況（有床診療所）

３．有床診療所・病院等実態調査概要

全体 7744
100㎡
未満

100- 
200㎡

200- 
300㎡

300- 
500㎡

500- 
700㎡

700- 
1000㎡

1000- 
1500㎡

1500- 
3000㎡

3000- 
6000㎡

6000㎡
以上

79 275 341 831 1078 1886 1888 1114 168 84

SP設置 416 1 11 8 22 21 32 47 80 116 78

全体 12429

100㎡
未満

100- 
200㎡

200- 
300㎡

300- 
500㎡

500- 
700㎡

700- 
1000㎡

1000- 
1500㎡

1500- 
3000㎡

3000- 
6000㎡

6000㎡
以上

94 188 202 311 281 435 970 3157 2856 3935

SP設置 7205 0 11 11 22 29 54 108 525 2597 3848
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（３）ソフト面での対策 
①「有床診療所等における火災時の対応指針」等を活用した
実践的な訓練の実施

②防火対策の自主チェック等を通じた防火管理体制の向上
③防火戸等の定期調査、検査報告制度の強化

（４）ハード面での対策 
①小規模な有床診療所・病院への消火器及び火災通報装置の

設置義務化

②「避難のために患者の介助が必要な有床診療所・病院」におけ

る自動火災報知設備と火災通報装置の連動化

③3000㎡以上の有床診療所及び「避難のために患者の介助が必

要な有床診療所・病院」へスプリンクラー設備の設置義務化

（１）福岡市有床診療所火災における課題 
ア 消防機関への通報について →  自動火災報知設備の鳴動後に、診療所からの通報がなされなかった。 
イ 従業員による初期対応について   →  初期消火のための消火器及び屋内消火栓が用いられなかった。 
ウ 建築基準法令への適合について → 階段部分の防火区画（竪穴区画）を形成する防火戸が閉鎖せず、階段室等を経由して早期に煙が上階

へ伝播した。また、本来煙感知式に改修されるべき防火戸が温度ヒューズ式のまま放置されていた。

４．今後の火災対策のあり方

（２）火災対策に係る基本的な考え方 

ソフト面 （防火管理体制など） とハード面 （建築構造や感知・通報・消火設備など） の対策を総合的に実施することが必要。

 有床診療所及び病院が地域医療において重要な役割を果たしていること、今回の火災を踏まえ、有床診療所及び病院の火災安全性を高め、
患者が安心して利用できるようにすべきこと及び厳しい経営環境を踏まえ、消防用設備等の基準の強化にあたっては最大限の配慮をすべきである。 ２

スプリンクラー設備の設置基準の見直し 

【基本的な考え方】 

有床診療所については、病院と同様に3000㎡以上のものにスプリン
クラー設備を設置することを義務づける。また病院及び有床診療所の
うち「避難のために患者の介助が必要な有床診療所・病院」について
は面積にかかわらずスプリンクラー設備を義務付ける。 

【避難のために患者の介助が必要な有床診療所・病院】 

下記のいずれにも該当しない有床診療所・病院 

ア 患者が避難困難でないと考えられる１３診療科のみのもの 
  （産科・婦人科・産婦人科・眼科・耳鼻いんこう科・皮膚科・歯科・ 

  肛門外科・泌尿器科・小児科・乳腺外科・形成外科・美容外科） 
イ 延焼を抑制する構造を持つもの 
ウ 夜間においても相当程度の患者の見守り体制（１３床当たり職員

１名）がある病院 
エ 精神病床、感染病床、結核病床のみの病院 
オ ３床以下であるなど入院実態がほとんどない有床診療所 

５．地域医療を担う有床診療所・病院への配慮について

（５）その他必要な対策 

①防火関係の法令に不適合な施設に対して早期改善

②関係行政機関の情報共有、連携体制の構築
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